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ライ ライン

第 1節水道

1. 水道施設の被害

(1) 上水道施設の被害

神戸市の水道は、明冶33年 (1900年） 4月に

日本で 7番目の近代水道として誕生し、以来約

100年間にわたり水の供給を続けている。

神戸市には大きな河川などがないため、供給

能力の約 4分の 3を阪神水道企業団を通じて琵

琶湖。淀川水系に依存しており、また、

水道用水供給事業からも水の供給を受けている。

自己水源で賄っているのは、残りの約 4分の 1

である。

水道施設のなかでとくに被害の大きかったの

は、配水管、給水管であり、市内全域65万戸に

断水が生じ、市民生活に大きな影響を与える原

因となった。これら管路被害の特徴として、橋

梁に添架した水道管が橋梁の被害の影響を受け

て破損したことや、臨海部釘日河川敷などの地

盤条件の悪いところでの水道管の継手の抜け出

しなどがあげられる。

図表20-1-1 主な水道施設

日）

自 貯水池 3ヵ所
。千苅 11,612,538rrl（供給能力 113,000nf／日）

l,315,139rrf（供給能力 36,000rrf／日）
己 417,428m3（供給能力 20,000ni／日）
水

源
供給能力 31,000rrl／日

取水 8ヵ所 。市街地

7ヵ所 125,700rrf／日 •千苅

浄 水 :L．勿曰 I 60,000nf／日 ． 
39池 8,000m3／日 ． 

5,500m3／日

ポンプ場 I 
46ヵ所 市街地・ 29ヵ所 161台 北神・ 12ヵ所

231台 山． 5ヵ所 1]ハ

501,270m3 

配 水 池 I 
119ヵ所 。市街地 81ヵ所 166池 401,210rrf 

239池 ・北神 35ヵ所 65池 98,480 rrf 

山 3ヵ所 8池 1,580 rrf 

4,365,840 （路） 43,365m （路） 259,721m 

m 配7k管 4,062,754m 
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図表20-1-2 水道施設の被害状況

被害場所 被 内 容

1. 貯水池 I ①布引貯水池

堤体天場歩廊の手すり部クラック

② 烏原貯水池

コンクリート

③ 千苅貯水池

2. 浄水場 I ①上ヶ原浄水場

導水路トンネル履エコンクリート一部損壊とクラック

・緩速ろ過池：集水渠破損、掴体クラック

・急速沈殿池：伸縮ジョイント部損傷

入水管と洗浄管から漏水、被覆モルタル剥離

。配水処理施設

。法面。石積崩壊、場内各所陥没

② 本山浄水場

洗浄水槽への入水管。洗浄管破損、洗浄水槽 CRC) にクラック、原水取水管漏水

3. 送水施設 ① 送水トンネル

送水トンネルには大きな漏水はなく、被害は軽微

② ポンプ場

烏原坑内送水ポンプ水没

③ テレメータ施設

④ 送水管

上ヶ原浄水場内送水管、

ネ

1、 1送水管漏水、本山送水管路トン

4. 配水池 会下山低層配水池

接合井離脱、謳体にクラック漏水、配水池伸縮ジョイントクラック場内舗装。石積沈下

各所配水池の伸縮ジョイントクラック（熊内低層配水池等）

5. 配水

6. 給水

六甲大橋、御影大橋、

その他68橋について要修復

2,283ヵ

・漏水事故の態様別集計

（折れ等）

②継手（抜け等）

304ヵ所 (17%) 

960ヵ所 (55%) 

493ヵ所 (28%) 

1,757ヵ所

公道下での漏水

宅地内での漏水
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図表20-1-3 配水管被災多発地の分布図
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(2) 工業用水道施設の被害

工業用水道の施設では、導水管路、浄水場な

どの市外にある施設のほか市内の配水管にも、

破損など広汎な被害を受けた。とくに幹線の大

口径の導水管、配水管の漏水や、埋立地におけ

る地盤の液状化における継手漏水といった被害

が多数見られた。

(3) 水道局庁舎の被害

水道局では、本庁（市役所 2号館 6階部分）

が圧壊したのをはじめ、東部営業所が上部市営

住宅の圧壊により撤去を余儀なくされ、西部セ

ンタ ーは一部類焼するなどの被害を受けた。こ

のため、これらの部署においては情報の収集や

発信などに多大な支障をきたし、復旧の諸活動

を円滑に実施する大きな妨げとなった。

(4) 阪神水道企業団の被害

琵琶湖 ・淀川水系の水については、阪神水道

企業団により浄水処理された後、六甲山中を通

る2本のトンネルにより送水されている。

水源の多くを依存している阪神水道企業団も

大きな被害を受け、一時は送水が停止するなど

市内への送水量が減少した。
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2. 上水道の復旧

(1) 復旧の背景

① 被害の影響

ア．被害の大きさ

R :埋立地

A :'.中積層

T :段丘層

o:大阪層群

G :花尚岩類

地震後、時間の経過とともに、被害が広域か

つ大規模なものであり、その把握には困難を要

することがわかってきた。水源の約 4分の 3を

依存している阪神水道企業団からの受水が途絶

え、また、復旧の基点となるべき庁舎の被害に

より情報の収集や伝達に多大な支障が生じるな

ど、 事態は深刻であった。さらに、電話の不通

など情報通信機能のマ ヒや、 道路網の寸断、交

通渋滞などにより、状況はより一層深刻なもの

となっていった。ただ、水道施設の監視、制御

の中心である奥平野管理センタ ーの主要施設は

大きな被害を受けずほぼ正常な機能を保ったこ

と、また、阪神水道企業団からの送水基幹であ

るトンネルに大きな被害がなかった ことは、幸

いであった。

イ．市内への送水量の減少

神戸市の配水ヽンステムは、配水池からの自然

流下方式を採用している。そのため、流出点で

の制御が行われないので、水道管損傷による膨

大な漏水によって、短時間に大量の水が配水さ



れることになった。また、阪神水道企業団も大

きな被害を受け一時は送水が停止するなど、市

内への送水量は大幅に減少し、配水管内の水圧

は極度に低下していった。とくに火災がひどい

地域には、消火用水の確保のため優先的に送水

を続けるなどの努力を試みたが、神戸市内のほ

ぽ全域で断水状態に陥った。

② 水源の確保、渇水の影響

ア．淀川緊急取水

復旧工事が進んでいくと、給水区域の拡大と

漏水により配水量が増加する一方であった。し

かし、阪神水道企業団の送水能力は震災による

被害から十分に回復しておらず、また、自己水

源である各貯水池の貯水量も前年夏季からの渇

水の影響もあって大きく減少しており、

の増加を補うための水源の確保が急務となった。

このため、兵庫県を通じて淀川の河）1

である近畿地方建設局と協議を重ねたところ、

神戸復興のため可能な限りの協力をしたいとの

理解を得ることができた。その結果、平成 7年

2月20日に「非常事態における緊急措置として、

淀川水系神崎川の工業用水道の取水施設を上水

道用としても利用し、取水した原水を上ヶ原浄

水場で処理し、神戸へ送水する」との許可が下

り、翌21日から取水を開始した。当初の許可期

限は 3月31日までとなっていたが、配水量に見

合う水源の確保が依然として厳しい状況にあっ

たため期間の延長を要請し、 5月31日まで延長

された。なお、淀川からの取水は漏水の減少等

による事態の改善により 5月15日で終了した。

イ．武庫川緊急取水

北区の主な水源である千苅貯水池は、平成 6

年夏季からの渇水により貯水量が減少しており、

平成 6年末には県に対し武庫川からの取水を打

診していた。しかし、取水は困難とされていた

こともあり、渇水対策に本格的に取り組むため

局内で準備を始めていたところ、 1月17日の大

震災となった。

北区においても、震災直後の水道管の破裂に

伴う漏水の多発や、さらに水道復旧後には、市

街地から親類知人を頼って水を求めてくる人々

の需要の影響からか、配水量が急増した。その

ため、貯水量の減少が一段と激しくなり、夜間
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断水も避けられない状況となった。

2月7日に夜間断水実施を決定し、市長、助

役、議会関係者に説明を行い、 12日に新聞記者

発表を行う予定でいたところ、 10日の神戸新聞

夕刊が「北区夜間断水へ」の記事を掲載し、北

センターには市民からの間い合わせが集中した。

このような状況のなか、県からは「以前に打診

を受けていた武庫川からの緊急取水が可能とな

るよう協議を行っており、神戸市として至急対

応を決め下流水利権者の同意を取り付けてもら

いたい」との申出があった。そこで、 11日に兵

庫県職員とともに、とり急ぎ宝塚市、伊丹市、

西宮市、尼崎市の各市および農業水利組合や武

庫川漁業協同組合など下流関係者を訪ね、同意

を取り付けた。この結果、神戸市では、武庫川

から直接取水を行うこととし、翌12日夜間断水

の計画を中止した。平成 7年 2月13日付けで武

庫川からの緊急取水が承諾され、現地の取水施

設の準備が整った17日から取水を開始した。当

初の承諾期限は 3月31日までとなっていたが、

依然として千苅貯水池の貯水量が十分回復せず

厳しい状況にあったため延長を要請し、 4月15

日までその期限が延長された。

なお、この他にも三田市や三木市からも応援

給水を受け、水源の確保に多大なご協力をいた

だし＼た。

(2) 初動体制

① 戦員の出勤状況

震災では、戦員自身も大きな被害を受けた。

本人、家族の死亡、ケガのほか、多くの職員が

自宅などに被害を受けた。さらに、交通機関も

にマヒし、初動体制において大きな支障と

なった。しかし、震災当日の17日中に、約 7割

の職員が、所属もしくは最寄りのセンターなど

にかけつけた。

② 水道対策本部の動き

災害時の対応については、「神戸市地域防災

計画」「水道局防災組織計画」などのマニュア

ルが存在したが、今回の地震はこれらの想定を

はるかに超えるものであり、既存のマニュアル

では十分に対応することができず、混乱のなか

での初動となった。



地震による衝撃のため本庁が圧壊し、中枢機

能は完全に失われた。それでも、何とか市役所

1号館に会議室を確保し、狭いながらも水道対

策本部を設置 した。

しかし、地震直後はほとんど電話が通じない

状況であり 、復旧の鍵となるべきセンタ ー等に

おいても西部センタ ーが焼失したとの報告があ

るなど情報は混乱しており 、その収集には困難

をきわめた。

③ 応援要請

災害時の応援要請計画は、12大都市の間に12

大都市水道局相互援助に関する覚書を、また、

隣接市（芦屋市、西宮市、三田市）との間に協

定書を締結していた。しかし、それ以外にも全

国から多数の方々から応援をいただいた。

水道局からの応援要請は、応急給水に関して

は大都市に対して、宅地内復旧工事に関しては

各管工事組合や近隣府県、各水道事業体、各事

業者に対して直接行った。その他に、自主的な

応援や、厚生省、県、日本水道協会を通じての

応援があり 、自衛隊に関しては市全体の対策本

部を通じての応援であった。

応援は被災都市の要請に基づいて出動するの

が基本ではあるが、今回のように水道局本部自

体が被災している場合や、被害状況を把握でき

ないでいる場合には、自主的な応援や、応援都

市をまとめる機関の存在が大きな助けとなった。
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写真20-1-1 応急給水

(3) 応急給水

① 震災前の準備

水道局では、震災前から、災害時に最小限の
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飲料水 (1人 1B 3 fl,の飲料水を 7日分）を確

保するため、概ね半径 2kmに1カ所の割合で給

水拠点を確保し、そこに臨時給水所を設置しよ

うとする計画を進めていた。

これは、市内に点在する配水池から 2つ以上

の池を持つものを選び、そのうちの 1つの池の

出口に緊急遮断弁を設置し、一定規模以上の揺

れや水量を感知すると、それぞれの緊急遮断弁

が自動的に作動して一定量の水を確保し給水拠

点とするもので、もう一方の池からは可能限り

配水し続け、断水を避けるとともに消火用水な

どに利用 しようとするものである。

市内31か所に給水拠点を確保するため、昭和

61年度から工事を進め、すでに21か所で整備さ

れており 、阪神 ・淡路大震災ではそのうち18か

所で有効に機能し、タンク車の補給基地として、

初期の目的は達成された。しかし、復旧までの

期間が10週間以上に及び、住民の水道に対する

ニー ズが、 飲料水のみからトイレ • お風呂へと

日増しに増大 していくなかで、拠点給水だけで

は十分な対応とはいえない状況であった。

② 給水方法と給水拠点

初動は、緊急遮断弁の作動により水が確保さ

れた配水池を給水基地として、そこから給水タ

ンク車や携行缶の運搬などによる給水活動を行っ

た。

給水タンク車等の配置に関しては、人命にか

かわる人工透析病院等、避難者が多く集まって

いる170か所にのぽる小学校、各避難所という

優先順位で行った。しかし、事前に定められて

いる避難所以外の場所に、どの程度の人が集ま

りどれくらいの水量を必要としているのか十分

な情報がつかめず、避難されている方から、困っ

たあげく 応急給水を求める電話をいただ くこと

もあった。その反面、近くの井戸を活用され給

水活動が不要な地区もあり 、公平かつ効果的な

給水計画を立てるのが非常に難しかった。

応急給水における最大の障害は交通渋滞だっ

たが、とくに被害が大きく応急給水の必要度の

高い地域ほど道路事情は悪いうえ、高架橋の転

落による通行止めなどもあり 、時間通りの給水

活動を行えないのが実態であった。そ こで、現

地での給水時間を少しでも短縮することを目的



に、給水地点に仮設タンクを設置し、このタン

クに水を補給する方式を取った。また、給水タ

ンク車の移動時間を短くするために、通水区域

の拡大にともない、給水場所に近い消火栓を利

用して注水を行うことにしていった。

応急給水活動は陸上だけに留まらず、海上自

衛隊、海上保安庁、民間等の給水船による応援

を得て、延べ11か所の海岸部においても行って

いった。これは、近隣都市からの水の運搬の際

に、交通渋滞に関係なくスムーズに行けるとい

う利点もあり、効果的であった。

③ 給水方法の拡大

応急給水は、当初給水タンク車や携行缶の連

搬等により行われたが、管路の復旧に従って、

消火栓を用いた仮設給水栓の設置、仮設配水管

の布設、宅地内における一給水栓の確保へと、

市民の水の運搬距離を減少させていった。

数字から給水活動を振り返ってみると、水道

局指揮下の給水車数においては 1週間目の約430

台、消火栓等からの臨時給水栓の設置数におい

ては 7週目の約900か所がそれぞれのピークで

あった。

消火栓に る臨時給水栓は、応援してい

ただいた都市それぞれのモデルを設置していた

だいたり、急造したり、幾種類のものが見られ

た。また、ゴムや帆布製の折り畳み式仮設タン

クを数都市から支援していただいた。

④ 応援給水

応援給水の要請は、相互応援協定を結んでい

る大都市や厚生省、県、日本水道協会に対して

行った。

（第 4章第 3節(4)参照）

17日の地震発生当日には応援第 1陣が到着し、

給水車などによる応急給水を開始し、翌18日に

は海上自衛隊、海上保安庁等による給水船での

応援給水も開始された。ピークは 1月25日で、

83都市、民間20団体並びに自衛隊から計804人

もの人々、 432台の給水車による応援給水となっ

た。さらにその後も連日300台以上の給水車に

よる応援給水を行っていただいた。

応急給水は、自治体、自衛隊、企業、ボラン

ティアなど色々な分野の人々に支援していただ

き、給水タンク車での給水活動、給水拠点での
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給水活動などその形態も様々であり、なかには

水の入ったポリタンクを胞え、マンショ

階まで何往復もしていただいた方もいた。給水

タンク車においても200Qの軽車両から24tの

コンテナタンク車まで多種に渡った。

さらに、水道局の指揮下以外でも、個人や団

体、企業などによる連搬給水支援活動が行われ

ており、終了されて初めて活動していたことを

知る団体もあった。

⑤ 震災後の対応

水道局では、阪神。淡路大震災規模の災害時

にも 4週間以内に応急復旧が完了するよう水道

施設全体の耐震化を図り、被害を最小限に抑え

るように耐震化計画を立案した。また、完全復

旧までの 4週間についても、市民ニーズに応じ

として、 3日目までは 1人 1日3Q、そ

の後10日目までは20Q、21日目までは100Q、28

日目では250Qとその目標と定め、水量確保の

ための具体的な施策を進めている。

初期段階で応急給水の主体となるのが、拠点

給水とタンク車による運搬給水である。そこで、

給水タンク車と容器類の計画的な整備を図り、

平成10年度末ではその合計容量が446m汀こまで

した（平成 6年 9月時点では250mり。また、

にしても、従来からの18Q、10Qに

加え、連搬する人の運びやすさも考慮し、 6Q 

のポリ袋も数多く備蓄することにした。

10日目以降の応急給水活動では、飲用からト

イレ用など使用目的の増大に伴い、常時使用で

きる給水栓が必要となる。そのため、阪神。淡

路大震災でも有効に活用された消火栓直結式の

応急給水栓 (4栓式） 100基を市街地中心部か

ら近い北野倉庫等に備蓄した。

応急復旧も含め初期の迅速な応援活動を念頭

に平成 8年 6月 1日に締結された「12大都市水

旧相互応援に関する覚書」では、防

災関係物資の備蓄及び整備状況と災害発生直後

に応援に従事できる職員数を各都市ごとに明確

にし、毎年最祈情報を共有することとしている。

さらに、各都市ごとに 2市ずつ応援幹事都市を

定め、被災都市への早期応援隊派遣とそれ以外

の都市間の相互調整を容易に行なえるようにし

た。神戸市の場合、大阪市と広島市がこの応援



幹事都市となることより、平成 9年12月15日大

阪市に、平成11年3月に広島市に応援訓練隊を

派遣し、仮設タンクの組み立てと注水、実際に

されているバルブ操作と使用資器材の確認

など現実の応援活動に即しての実地訓練を行っ

た。

(4) 水質の監視と管理

今回の震災では、応急給水から始まり、試験

通水を経て完全復旧までに10週間を要した。こ

の間、供給された水道水の水質の確保のため、

給水拠点から始まり、給水再開と共に水の流れ

に従い、水質の監視と管理に取り組んだ。

① 消毒の管理

市街地では配水管、給水管がいたるところで

破損し、管路外からの細菌類の混入の恐れもあ

り、消毒強化が是非とも必要となった。このた

め、浄水場の出口で遊離残留塩素を通常の 2

以上の1.5ppmに保つように、次亜塩素酸ナト

リウムを増量注入した。給水栓では十分な残留

(0.5,...__, 1.3ppm)を検出し、冬期での安全

性は確保されたものと考えている。

② 応急給水時の水質監視

水質監視は震災当日の17日から開始し、当初

は現地での残留塩素、色、濁り、外観を、 19日

からは大腸薗群、 pH、臭気、色度、濁度、

残留塩素の 7項目について検査した。

応急給水のための容器として各水道事業体、自

衛隊および民間の各団体から各種のポリタンク

やポリバック等が寄せられたが、その材質、形

状、色、容量等は様々であった。今後の課題と

して応急給水用容器等の全国的な規格の作成と

の必要性がある。

③ 送配水施設及び給水栓の水質監視

試験通水の開始とともに、送配水および給水

栓で順次水質検査を実施した。検査項目は 2月

12日までは 7項目（前記応急給水と同様）を、

13日からは11項目（一般細菌、塩素イオン、硝

酸性および亜硝酸性窒素、過マンガン酸カリウ

ム消費量の 4項目を追加）を実施した。 2月

には全項目検査を実施した。

④ 主要避難所での水質監視

水道水の供給が再開されても、当初市民はこ
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れを飲用に供することをためらい、連搬給水に

頓る傾向がみられた。このため、市街地への給

水状況の把握と水道水への信頼を取り戻すため、

とくに被害の大きかった地域において、市民が

水道水を安心して飲用に供することのできるよ

う、学校などの公的な施設を中心とした主な

難所の水質検査を 1月28日より開始した。 3月

31日までに345カ所 (462件）の検査を実施し、

被害地域をほぼ網羅することができた。通水

初は多少の濁り等もあったが、連続的な給水に

より水質は回復し、残留塩素はほぼ0.5mg/Q 

以上を検出し、大腸菌群、一般細菌はいずれも

不検出と問題ない結果を得た。

⑤ 水道施設耐震化基本計画と水質管理

震災後水道局において策定した耐震化基本計

に基づき、 4週間での完全復旧を目標とする

水質管理の対応マニュアル作りを行った。その

内容は①水質担当戦員の緊急配備②災害対策本

部との水質に関する連絡調整③水質検査施設の

被害状況の把握④消毒強化⑤応急給水拠点や水

道施設での監視体制の構築⑥市内給水栓、とく

に主要避難所での監視⑦相互応援体制の整備⑧

市民への広報等の諸活動である。

⑥ 今後の水質管理上の課題

の震災で得られた多くの経験から、水質

に関する今後の課題として、次のような

課題がクローズアップされてきた。

ア．消毒の強化

夏期等高温時の病原性微生物対策として、

段と消毒強化する必要がある。

イ．飲料水の煮沸勧告

とくに塩素耐性微生物に対して煮沸勧告が是

非とも必要である。

ウ．緊急時の水質監視体制の整備

には現地での簡易水質検査機器の導入

と自動監視体制の充実が必要で、とくに

に標準化された機器の整備が必要である。

工．相互応援体制

震災時の水道水の水質管理に関して、今回は

応援要請を行わなかったが、夏期等水質に問題

が生じる場合には相互応援が是非とも必要で、

、受入れ両面から全国的なマニュアル化が

求められる。



(5) 応急復旧

① 復旧方針

の震災では、配水管、給水管における被

により市内広域で断水となったが、配水管内

の水の多くは地中に浸透したり、破損した下水

管路内に流入したため、路面に噴き出したケー

スも少なく、当初各センターでは、被災件数を

十分に把握することができなかった。しかし、

断水した配水管路に注水していく過程で、管内

に水をいくら注入しても水圧が上昇しなかった

ことから、その破損箇所も我々の推測の域をは

るかに超える件数、いわゆるざるのような管網

状況になっているのではないかと想定できた。

そこで、阪神水道企業団の施設も被害を受け、

神戸への送水量が減少していたことも考慮して、

一度に通水区域を拡大するのではなく、送水量

の回復に応じて、配水池への貯留、管路を限定

しての試験通水と漏水調査、そして修繕という

復旧手順をとることにした。

② 復旧作業

具体的には、通水管路を定め、そこから分岐

する仕切弁を締切り、通水しながら管路の漏水

調査を行い、漏水がない場合はさらに次の管路

へと調査を進める、漏水が発見された場合には

対象管路を断水し修繕を行うといった作業を繰

り返していった。通水管路の選定に関しては、

道路面から判断して、破裂、漏水が比較的少な

いと想定される物理的な状況に加え、給水人口

が多い区域や医療機関、クリーンセンターヘの

つながるルート等社会的な状況も配慮した。

復旧作業における最大の間題点は、倒壊家屋

等であった。これらが道路上の仕切弁、止水栓

の鉄蓋を完全にふさぎ、弁栓の操作が出来ない

箇所が多数あった。倒壊家屋は個人の財産であ

り、勝手に撤去することもできないため、復旧

活動の大きな訪げになった。

また、試験通水後、被災箇所を修繕、通水し

た後、管路内の水圧上昇により新たな漏水箇所

が見つかり、再度その管路を断水し掘り返えさ

なければならないケースもたびたびあった。

さらに、試験通水で一度水道が使えるように

なると、修繕で再度断水する際に、地元住民か

ら各事業所に問い合わせの電話が殺到するなど
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混乱を招いたり、実際に修繕にあたっている職

に必要以上に説明を求められたり、作業が遅

れることも日常茶飯事であった。

このように復旧作業は困難を極めたが、 1月

22日から道路部修繕に、 25日からは宅地内修繕

に応援第 1陣が到着したのをはじめ、他都市等

から次々と応援にかけつけていただき、ピーク

時には 1日当たり道路上修繕で38都市735人、

宅地内修繕で53都市272人と多くの協力を得る

など体制を強化しながら、復旧工事を進めるこ

とができた。 2月末には倒壊、焼失家屋の多い

地域、地滑り、道路崩壊等の地域、液状化や陥

没のある臨海部の一部等の復旧条件の整わない

地域を除いて仮復旧を終了、 3月末には陥没等

のひどい一部臨海部を除く住宅地全域で仮復旧

を完了、そして、 4月17日には神戸市全域での

応急復旧を終えることができた。

③ 修繕方法

ア．道路部修繕

配水管の復旧については、通水することを

優先とし、本格復旧、耐震化は応急復旧後に実

施するものと考えて、材料調逹が容易で工法が

単純であり、他都市にも普及している一般的な

方法に限定した。その結果、道路部の修繕は原

則として以下の通りとすることにした。

（ア） 被災部は切り取り、 A。T。K形継輪で棒

継ぎする。

（イ） 埋め戻しは、現地土とする。

（ウ） 舗装復旧は、レミファルトで仮復旧する。

また、配水管修繕の後を追いかける形で、道

路上給水管の修繕を行った。これは市民にいち

く水道を使っていただくことと、修繕しても

水道が出ないという不安感を取り除くことを考

してのことであった。

後々の工事費算定、災害復旧査定、本格復旧、

耐震化計画の基礎資料とするため、道路部の修

繕にあたって、被災データと工事データを記録、

写真撮影することとした。混乱のなかでの作業と

なることが予想されたので、データの記録等に関

しては、最小限必要な埋設状況（深度、土質、

地下水）、埋設管（口径、材質、継手形式、属

具）、被災状況（道路、管体、継手）、使用材料

に絞り込んだ。被災データは復旧が進むに従い、



変質、消滅していく恐れがあったが、水道局には

すでに人的な余裕はなかった。しかし、製造メ ー

カー等から申し入れがあり、応急復旧と並行的に

調査、データ収集が行われることになった。

イ．宅地内修繕

宅地内修繕は、通常市民による修繕が原則で

あるが、水道局により漏水止水および宅地内で

の一給水栓確保という応急措置をとることとし

た。これは、

（ア） 応急給水による市民の水運搬作業を軽減す

る必要がある。

（イ） 配水管の復旧を速めるために、漏水を止め

ていく必要がある。

（ウ） 個々に市民負担で対応できる状況ではない。

（エ） 応急措置以後の本格復旧は、個々の負担で

していただく。

等の理由からである。

④ 応援復旧

配水管、給水装置の被害は大きく、とても水

道局だけで復旧に取り組めるような状況ではな

かった。そのため、他都市の事業体や業者等か

らも修繕作業の応援を得て、実施していった。

他都市等の応援は、道路部分の配水管、給水

管を復旧する部隊と、宅地内を復旧する部隊と

に分かれてお願いした。地理の不案内、交通渋

滞、施工法、材質、規格の相違などから情報が

混乱し、作業効率の低下を招きもしたが、人的、

物的支援は復旧作業を進めるうえで、大きな力

となった。

ア．道路部修繕

神戸市では、通常の漏水修繕は契約業者が行っ

ている。しかし、今回の地震では広域多発的に水

道管が被災しており、契約業者だけでは対応が不

可能と判断された。そこで、日本水道協会を窓口

として他都市への応援要請を行うとともに、各事

業所に対し一般土木業者への応援要請を行うよ

う指示し、協力回答があった団体から順次各事

業所への割り当てを行い、受け入れ準備を行った。

14,000件にのぼる道路部修繕には、延べ55,000

人の人員が作業にあたった。そのうちの31,000

人は他都市の眺員や水道関連業者の応援による

ものである。これら支援隊には、区域を分割し

て受け持っていただき、区域内での復旧につい
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ては全面的に任せることとした。したがって、

連絡調整をうまく行うことが鍵を握り 、部隊の

指揮者との意志疎通が必要不可欠となった。

応援内容は、弁、栓操作から掘削、配管およ

び漏水調査までの広範囲にわたり、それぞれの

専門者とそれに見合った資機材が必要であった。

また、開栓道具の寸法が異なっており製作が必

要になったことや、使用配管材料の違いなどが、

初期段階において作業の進行に影響を与えた。

イ．宅地内修繕

給水装置の被害件数はとくに膨大で、神戸市

管工事業協同組合に応援を依頼することにした。

水道対策本部において、地震当 日から組合事

務所に連絡を取ったが、神戸市の公認業者も200

社のうち164社が全、半壊等の被災を受けてい

る状態で、組合も混乱しており 、連絡が取れた

のは数日してからのことだった。

一方、各センタ ー等においても、独自に管轄

内菓者に連絡を入れ応援体制を取っていた。こ

れは寒波時の緊急応援対応ということで、毎年

組合と協定し、応援体制を確認していたものが

有効に機能したものである。これにより組合も

いち早く災害対策本部を設置し、復旧活動に取

り組んだ。また、神戸の公認業者だけでは間に

合わず、全国の管工事業者へも応援を求めた。

応援依頼は水道局から直接あるいは間接的に

行ったが、地震直後から全国管工事業協同組合

連合会（全管連）を通じての支援申出や個々の

市町村の管工事組合から支援の手が数多く差し

伸べられた。これらのなかには、全くのボランティ

アで応援にかけつけていただいた組合もあった。

写真20-1-2 水道の復旧



⑤ 災害復旧工事

応急復旧完了後、災害復旧費調査要領等に

づき、災害査定、国庫補助申請を順次行っていっ

た。阪神。淡路大震災では、被害が甚大なもの

であり、水道の住民生活に与える影響が非常に

大きいことを配慮して、以下に掲げる特別措置

がとられることになった。

ア．原形復旧のみでなく耐震化を図った復旧エ

事を認めるとともに、漏水箇所前後の区間復

旧も補助対象として認められ、その補助率も

従来の 2分の 1でなく 10分の 8と高率であっ

た。

イ．本来補助対象とならない給水装置について

も、第 1止水栓までの復旧工事について補助

対象と認められ、補助率も 2分の 1となった。

なお、被害頷算出に際して事務の簡素化を目

的に被災類型ごとに一定の被害費が設定され

た。

ウ．応急的に設置した共同給水用の施設につい

ても補助率10分の 8の補助対象工事と認めら

れた。

これらの特例措置により、平成 7年度からの

2か年で117kmの配水管災害復旧工事を実施し

た（一部区間は平成 9年度施工）。

⑥ その後の動向

¢200以下の小□径管については、従来から

のSII形耐震継手管に加えNS形継手の採用に

より、今まで使用してきたK、T形継手管との

単価差が小さくなったため、平成 9年度以降の

ダクタイル鋳鉄管を用いた配水管工事において

は、原則全線で耐震継手管を使用することになっ

た。

給水管においては、震災時に止水栓部、曲部、

溝渡り部といった管が固定される点で揺れに追

従できず破損したという点を考慮し、変位を弛

み配管により容易に吸収できるポリエチレン管

の使用を、さらに、とくに変位が大きいと予想

される箇所では伸縮可とう管の使用を積極的に

進めている。

また、受水槽、高架タンクは、復旧までに

期間を要すため、耐震性強化、転倒、破損の防

止対策等の指導なども合わせて行っている。

耐震化のみならず、応援復旧活動に混乱を来
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した仕切弁、消火栓のキャップについても、今

までの神戸市型を各都市で広く用いられている

JIS型に変更するとともに、既設の神戸市型キャッ

プ約75,000か所に関しても平成14年度までに取

り替えるように計画し、順次その取り替えを行っ

ている。

(6) 広報、問い合わせ対応

① 市民への情報提供

地震直後から本部、センターなどに対して、

応急給水（「給水車はいつ、どこに来るのか」）

や通水の見通し（「いつ復旧するのか」）に関す

る問い合わせが、市民から殺到した。これら

民の不安の軽減を図るため、地震直後から出来

るだけの情報提供を心がけ、常駐給水拠点や復

旧状況などについて、マスコミ等への情報提供

を毎日行った。同時に本部、センターにおいて、

市民からの間い合わせに対する電話応対やマス

コミ等からの取材対応に対し、 24時間体制で取

り組んだ。また、給水車などにより応急給水を

行う際には、現地でできるだけ案内放送を実施

した。

しかし、応急給水に関しては著しい道路渋滞

により給水車が計画的に活動できなかったこと、

案内放送用の車両が十分に確保できなかったこ

となどにより、また、通水の見通しに関しては

管路の被害が著しく漏水調査が難航したうえ、

倒壊家屋や道路の陥没が工事の進捗を妨げたた

め、復旧見込みをたてることが難しかったこと

などの理由により、十分に市民の要求に応える

ことができなかった。

市民が望んでいる、より細かな地域での正確

な情報を刻々と変化する状況のなかで提供する

ことが、いかに難しいかを痛感させられること

の連続であった。被害状況を迅速に把握し、

体の復旧計画を早期に策定すること、そして、

可能な限りの広報手段を用い市民に的確な情報

を提供していくことの重要性を、改めて認識さ

せられた。

② 情報提供の方法、内容

マスコミ等に対する毎日の情報提供は、市全

体および各センター別の前日までの通水率と通

水対象区域、通水戸数（実績）のほか、本日の



図表20-1-4 上水道復旧率の推移（センター別）
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新たな通水対象区域、通水戸数、予定通水率な

どについて、 1月20日から 3月31日まで実施し

た。

また、市民への直接の情報提供手段として、

あじさいネットの FAX機能、パソコン通信な

どを用いた情報提供を 1月19日から順次実施し

ていったほか、広報紙や各新聞を通じても、

報提供を実施した。

3. 工業用水道の復旧

(1) 復旧工事の経過

2月28日には導、送水管の応急復旧が完了し

たほか、配水管64kmのうち42kmが復旧した。残っ

ている東灘区内については、配水管の損傷が大

きかったためかなりの時間と労力を要したが、

4月10日にすべての復旧 した。

(2) 応援復旧

① 他都市からの応援

災害復旧への支援については、心l口JI工不ロヽ

日本工業用水協会より、たびたびご心配いただ

いた。派遣に関する総合調整については、

にお世話になり、他都市からの応援は

1月27日の名古屋市水道局からの派遣を初日と

して、 4事業体（名古屋市水道局、東京都水道

横浜市水道局、千葉県企業庁）より支援を

いただき、延べ326名の方々にご協力いただい
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た。

② 民間企業からの応援

新日本製鉄堀工場から次のとおり応援送水を

し＼ただし＼た。

ア．期間平成 7年 2月 2日～ 4月 8日

イ．送水量 72,022 m3 

ウ．対象 12社

(3) 本格復旧

本格復旧は、国の災害復旧補助を受け、被災

の大きかった上ケ原浄水場内の排水処理施設、

場内送水管の復旧工事をはじめ、市内凰幹配水

、埋立地の配管の布設替工事等を平成 7年度

から実施し、平成 8年度に完了した。

① 内容導水施設 甲東ポンプ場内ポンプ井

浄水施設排水処理施設、沈殿池

送水施設 上ケ原浄水場内送水管

配水施設 幹線配水管のパイプイン

パイプ

埋立地配水管の布設替他

②期間平成7年度～ 8年度

4. 市民生活における負担の軽減策

① 納期限の延長

震災前にすでに検針済みであった未請求料金

については、 1月30日の納期限を 3月28日とし

て2カ月間延長することとした。



② 水道料金の基本料金の免除

1月17日に市内に居住していた全てのお客様

に対して、基本料金を 1カ月分免除することと

した。また、家屋の倒壊、焼失などのため配水

管の復旧に日数を要した地域については、某本

料金をさらに 1カ月分免除することとした。

③ 従量料金の減額

地震による漏水のため水量が増加したものに

ついては、従量料金を減額することとした。ま

た、地震による断水のため、自己の給水装置か

ら不特定多数の市民に対して飲料水等として水

道水を提供したような場合についても、従量料

金を減顕することとした。

④ 精算料金の免除

倒壊、焼失などにより給水装置が使用できな

くなった場合については、前回検針から

までの精算料金を免除した。

⑤ お客様への PRの実施

震災後の検針や料金請求の内容について、お

客さまによく知っていただくため、検針時にチ

ラシを個別に配付した。しかし、その後も水道

料金の支払方法等については、数多くの問い合

日

わせが寄せられ、災害復旧時等におけるお客様

への PRの難しさを実感させられた。

5. 水道事業経営への影響

(1) 水道財政への影響

震災は、水道施設だけではなく、水道財政に

も極めて甚大な被害を与えた。

国からの補助が得られたとはいえ、膨大な額

の災害復旧費が必要となったうえ、料金収入の

減少により大幅な減収となり、財政状況はかつ

てない深刻な状況に追い込まれた。

① 水道施設および工業用水道施設の被害額

水道施設の被害は配水管をはじめ各施設に及

んでおり、その被害総額は290億円にのぼった。

また、工業用水道施設では、配水管を中心に被

害総額は約29億円となった。

② 給水収益の大幅な減少

震災が水道財政に与えた最も大きな影響は給

水収益の減少である。家屋の倒壊、長期間の断

水、基本料金の減免等から、平成 6年度の震災

による給水収益の減少頷は29億円となった。平

成 6年度決算では平成 5年度に比べて22億円の

図表20-1-5 水道施設の被害額

（単位：百万円）

1 項 目 I 被害の状況

I 貯水施設 I 千苅貯水池、烏原貯水池、布引貯水池の各一部損壊 1 609 

I 導水施設 ！ 千苅導水路、その他導水路の一部損壊 4,396 

浄水施設 I 上ヶ原浄水場内ろ過池、沈殿池、汚泥・排水処理施設等の損壊 1,929 
I 

送水施設 I 各所揚水管、送水管の破損多数 564 

配水施設 ！ 各所配水管、弁栓類の損壊多数 16,314 

給水装置 ！ 各所給水装置の損壊多数 2,702 

1 そ の他 i 本庁舎・東部営業所庁舎の全壊、その他庁舎の一部損壊等 2,486 

I 29,000 

（注）各項目の被害額は、復旧費用相当額としている。

図表20-1-6 工業用水道施設の被害額

（単位：百万円）

項 目 i 被 の 状 況 被害額
I 

導水施設 利倉ポンプ場～上ヶ原浄水場間、導水管破裂等 14ヵ所 64 

浄水施設 上ヶ原浄水場内の沈殿池、汚泥・排水処理施設の損壊等 206 

送水施設 上ヶ原浄水場～本山調整池間、送水管破裂等 2ヵ所 188 

配水施設 本山調整池からの配水管、弁栓類の損壊多数、水管橋の損壊等 2,467 

I 
2,925 

（注）各項目の被害額は、 としている。
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減収となり、平成 7、 8年度についても大幅に

減少した。

③ 水道料金の減免等

給水収益の大幅な減少の要因の一つに水道料

金の減免等がある。震災による漏水や断水によ

り市民生活に大きな影曹を与えた。このため、

水道料金の減免や納期の延長など、柔軟な姿勢

で対応していった。

水道料金の減免は、悲本料金の免除が約15万

1,000件で 5億8,600万円、従量料金の減額が約

6,000件、精算料金の免除が約10万8,000件にの

ぼった。

④ 経営収支の悪化

水道財政は、昭和59年度の料金改定以降、

成 4年度まで単年度黒字を計上していた。しか

し、平成 4年度は阪神水道企業団の分賦金の改

定があり、平成 5年度は不況に加え

雨の影響により給水収益が前年度を下回ったた

め単年度純損失を計上するなど、経営収支は

化し始めていた。

そのような状況下、震災の影響により経営収

はさらに悪化し、平成 8年度末では経営安定

化積立金79億1,000万円を取り崩してもなお47

億3,000万円の累積欠損金が見込まれた。また、

ア．給水収益が震災前の水準に回復するにはな

お時間を要すること

イ．平成 8年10月からの阪神水道企業団の分賦

金の再度の改定により受水費が増加すること

ウ．安定給水を図るための配水管整備増強工事

により資本費が増加したこと

など、減収補てん債の発行は認められたものの

大幅な赤字は避けられず、水道財政

以来の極めて深刻な事態に陥った。

そのため、平成 8年 7月には神戸市上下水道

に「今後の水道事業経営について」

諮問し、同年10月答申をいただいた。この答申

をもとに種々検討した結果、基金の積極的な活

用など内部努力を行っても平成11年度末には150

円もの累積欠損金が見込まれることから、

会での審議のうえ、平成 9年 4月から12年ぶり

に水道料金の改定（平均改定率18.8%）を行っ

た。
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(2) 水道財政の再建に向けて

の財政状況も逼迫しており要望の実現

常に困難な状況にあるが、今後、下記の事項に

ついて要望していく。

ア． ライフライン機能強化費について、

の増額と水道施設の耐震性強化にかかる

補助制度を拡充すること。とくに

については、一部区間のモ

業ではなく、全区間を補助対象とすること。

イ．上水道安全対策事業にかかる一般会計出

制度については、交付税措置の拡大を求めて

いくとともに、平成12年度までとなっている

実施期間を延長すること。

ウ．資金手当債の元利償還に対する財政措置を

行うこと。

6. 神戸市水道復興計画

(1) 神戸市水道耐震化指針

① 神戸市水道復興計画検討委員会

は、震災で得られた反省と教訓を復

旧、復興事業に活かし、「災害に強い施設づく

り」「早期復旧が可能な施設づくり」を推進し

ていくための「神戸市水道耐震化指針」を策定

することを目的に、平成 7年3月に設置された。

。京都大学教授を委員長に学識経験者、

関係行政機関、関係団体および事業体の計12名

の委員で構成され、震災を経験した市民が水道

を安心して使えるように、「市民の視点」に

ち、「市民の声」を活かした水道づくりを推進

していくための計画目標とハード、ソフト

にわたる基本的方策を示した指針が平成 7年 6

月に策定された。

② 指針の概要

指針ではまず「市民の声」をもとに神戸市水

道の持つ個性。特徴や「神戸らしさ」をも

して 5つの基本目標を掲げている。

そして、この計画目標を逹成するための耐震

化方策（ハード面）として個々の水道施設およ

びシステム全体の耐震化、応急給水のための緊

急貯留システムの整備や広域バックアップ施設

の整備について腿本的な考え方等を示している。

また、管理。運用システムの充実（ソフト面）

として災害時の組織体制や情報システム等の整



図表20-1-7 市民の声

復旧の見通しは？ いつ水が出るのか？

給水車はいつどこに来るの 避難所に給水タンクを

か（場所、時間） 1 設置してほしい

I （量・回数をふやして）

□ // 

しい情報がない

水が十分給水されない

・回数十

（近くではでているのに…）

／ 
不安、あせり

＼ 

我慢も限界だ

水汲みがつらい、疲れた

／ 
怒り、悲痛な声

＼ 
K E Y WO  R D 

図表20-1-8 計画目標

1. 応急復旧を 4週間以内に完了する。

阪神・淡路大震災規模の災害時にも 4週間以内に

応急復旧を完了できるよう水道施設全体の耐震化を

図り、被害を最小限に抑える。

2. 応急給水の目標水量を右のように定める。

3. 防災拠点における水の確保

4. 地理的に連続した公平な復旧

5. 民生の安定への協力

防災拠点をはじめ、地域中核病院・クリーンセン

ター等、市民生活に与える影響が大きい施設におい

て早期に水を確保する。
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図表20-1-9 緊急貯留システム整備計画の推進状況
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備、広報のあり方についても提言を行っており、

これらの諸施策、事業が関係者の協働の理念の

もとに推進され復興が着実に進められるととも

に、「市民が安心でき世界に誇れる耐震水道」

が実現されることを強く望みたいと締めくくっ

ている。

(2) 神戸市水道施設耐震化基本計画

① 計画の基本的事項

は、上記の指針を受け、また、「神

との整合も図りながら、水道

局が実施すべき水道施設の耐震化施策を具体的

に列挙し、平成 7年 7月に策定したものである。

として、海洋型地震も含め今回と

程度の地震が発生することを想定し、指針に

された計画目標を掲げるとともに、水道施設耐

震化の方策を体系づけている。

② 計画の概要と進捗状況

の内容としては、体系化され

ごとに耐震化の基本的な考え方やその内容およ

明らかにしている。この内、優先度

の高いものを選定して、具体的に「水道施設耐

を策定するとともに、平成22年

度を目標として、平成 8年度からスタートした

に盛り込んで取り組ん

でいる。

ア．基幹施設の耐震化

トンネル、浄水場、配水池等の基幹施設につ

いては、危険分散、地域間の相互バックアップ

システム、施設の経年化への対応から耐震化を

行う。例えば、布引ダムについては、震災によ

り増加した漏水を低減するために災害復

としてグラウト工事を実施したが、満水地震時

における堤体の安全性を保つ必要から、堤体上

流側にフィレットを設置することを現在検討し

ている。 100年を経過したダムの恒久的な耐震

補強対策として平成11年度に実施設計に着手し

目

11年 3月現在では28か所が整備済となっている

（図表20-1-9)。当初計画では33か所の拠点整備

を目標としていたが、市内住宅地に一部空白地

域が残るため、これをカバーすべく 47か所に

やし、給水拠点の充実を図ることにした。また、

緊急貯留システムとは別に、震災後、飲料水と

消火用水を兼用した貯水槽を市内 4か所の公園

で建設している。

5節19.(3)参照）

ウ．配水管の耐震化

管路被害の軽減や効率的な応急給水、通常給

水の早期回復を図るために500m、200mの格子

状に耐震継手管による配水管網を構築するとと

もに、防災拠点に至るルートの耐震化などによ

り管路の機能面を重視した耐震強化を進めるこ

ととしている。

現在、配水管の耐震化の第 1 は、平成

8年度からスタートし平成22年度の完成を目

に500億円の事業費で進めている。事業の内容

は、 500mメッシュの耐震管路網の構築と防災

拠点に至るルートの耐震化、さらに、消火用水、

応急給水を早期に確保するための緊急栓の設置

ある。災害復旧工事における延長118kmに

及ぶ耐震化工事に引き続き管路の耐震強化に努

めた結果、本市で定めた耐震レベルが最も高い

（耐震継手のダクタイル鋳鉄管、溶接

継手の鋼管等）の平成10年度末における延長お

よび比率は、いずれも震災前の 2倍近くの716

km（約17%)になった。

また、応急作業においてその大きさが異なっ

ているため混乱が生じた仕切弁。消火栓のスピ

ンドルキャップについては、 JIS規格へ変更す

ることを平成 9年度から開始し、既設のキャッ

プについても平成14年度までに改良工事を完了

する予定である。

工

ており、平成12年度に

る。

イ．緊急貯留システムの整備

緊急貯留システムは、配水池に緊急遮断弁を

ることなどにより緊急時の飲料水を確保

し、運搬給水基地として機能するもので、平成

したいと考えてい

本施設は、将来の需要増への対応のみならず、

六甲山麓部にある既設送水トンネルの代替機能

やとくに市街地における応急給水、応急復旧の

効率化のほか、将来は近隣大規模事業体と結ん

だ広域連絡管としての機能が期待されるなど複

合的な機能を持つ施設として計画している。

は約30kmであり、途中、防災拠点などに
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される立坑を利用して応急給水設備等の整備を

行 う予定である。

現在進めている平成22年度を目標とする 1期

工事としては、事業費500億円でこの内14kmを

整備する計画である。平成10年 8月には第 1エ

区約 4km区間を着工しており 、大深度をシ ール

ド工事で掘進し、既設トンネルや配水池とも結

び平成15年度から供用を開始する予定である。

また、第 2エ区以降のルー ト選定も進めており、

平成14年度頃から着工 したいと考えている。

オ．建築物の耐震化

水道事業で建設される建築物は、水道施設の

運転、管理に係わるものであり 、重要度の高い

施設である ことから、より高い耐震性を有する

よう設計することとしている。震災後、こ の方

針に基づき、優先順位の高いものから耐震診断

写真20-1-3 大容量送水管イメージ図

を実施して補強等の対策を講じてきている。

カ．電気 ・計装設備等の耐震化

テレメ ータ・テレコントロ ールシステムの更

新、受配電系統の二重化、 データ送信のループ

化等を固り 、より信頼性の高いシステムの構築

図表20-HO 配水管の耐震化

●タンク車によ る運搬給水

●配水池等での拠点給水

●応急給水量 1人 1日3Q 

500m 

●約200m間隔で配水管に通水

●仮設給水栓をさらに増設

●応急給水量 1人 1日100Q 

500m 
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28日後

●約500m間隔で配水管に通水

●通水した管に仮設給水栓を設置（道路上）

●応急給水堡 1人 1日20Q 

500m 

●復旧完了

●仮配管などによ り各戸に給水

●被災前給水量

(1人 1日250Q) 



を目指している。昭和52年に導入された現行の

テレメータ設備の更新については、現在、平成

14年度を完成目標に事業を進めている。また、

管路情報管理ヽンステムの構築も進めてきたが、

平成11年度から本格的に稼働している。

キ．給水装置の耐震化

震災では、給水管の被害件数が膨大であった

ことが管内の水が急速に消失する原因でもあっ

たため、 による地盤変動への追従が期待で

きるポリエチレン管や伸縮可撓管の採用等の対

じていくこととしている。これに関して

は、すでに平成 7年11月に悲準を策定して、そ

の後、給水工事等の機会を捉えて耐震化を進め

ている状況である。

ク．震災の反省、教訓と復興計画

らの反省と教訓が、復輿計画にどう反

映され、計画目標の逹成にどのように係わって

いるかを図表20-1-11にまとめる。

（震災の反省と教訓）

緊急遮断弁システム

図表20-1-11 震災の反省、教訓と復興計画

（復興計画） （計画目標）

テレメータシステム

配水管水質監視ヽンステム

タンク車による応急給水の限界

・継ぎ手離脱事故の多発

・幹線管路での事故は復旧長期化になる

水源水量の制約による通水区域拡大困難

給水管事故の多発による水圧低下

本庁ほかの庁舎の被災

外部からの応援受入れ

緊急貯留システム
I¥ 

。当初 3日間の飲料水

・病院などへの給水

500m・200mメッシュ

の耐震配水管網

• 4日目以降の

生活用水供給

・破損のない幹線網

市街地大容量送水管

・送水路の危険水管

・市街地での応急給水

（主要防災拠点）

・管網への直接給水

（早期復旧）

・広域バックアップ

給水管の耐震化

情報通信システム

の整備拡充

地震対策マニュアル|'い。規格統一

相互応援協定見直し ・広報計画
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4週間以内の復旧

経過日数に対応

した応急給水量

防災拠点での

水の確保

・防災拠点・病院への供給

公平な復旧

民生安定への協力

・クリーンセンター等の機能回復

・消防水利の早期回復



第 2節 下 水道

た。ポンプ場は23か所中 6か所で揚水や排除に

影響があった。

なかでも、東灘処理場は隣接する運河護岸の

崩壊と地盤の液状化。側方流動により流入きょ

や配管類に多大な被害を生じるとともに、多く

の施設で基礎杭が破壊した。このため、処理機

能は完全に停止し、土木。建築施設の一部の

1. 下水道施設の被害と復旧過程

(1) 被害状況

阪神。淡路大震災での下水道施設の被害の概

要を、図表20-2-1（処理場）、図表20-2-2（ポ

ンプ場）、図表20-2-3（管きょ）に示す。

しが必要となった。その被害状況を図表20-2-

4に示す。

きょ施設は全延長約3,800kmのうち、汚水、

雨水とも数多くの箇所で被害が生じ、いずれも

布設延長の 2％弱が破損した。

下水処理場は 8か所（スラッジセンター含む）

のうち、 4か所で処理機能が低下したり停止し

図表20-2-1 処理場施設の被害

灘 処 理
処理機能が ： 流入水路破壊、処理施設。建築施設の基礎杭破壊、

(225,000ni／日）
止 放流渠破損、水処理設備水没と破損、

連絡橋破損、場内舗装大破

ポートアイランド処理場 機能低下 放流渠破損、施設不等沈下、場内舗装破損、渡り廊下破損、

(20,300rrf／日） な 汚泥脱水機破損

中 処 理 場 施設不等沈下、処理施設クラック、

場内舗装破損、脱臭ダクト破壊、ガスタンク傾斜

鈴
エレベーター棟ずれ、場内舗装破損

(43,825m3／日） な し

西 処 理 処理機能が 処理施設クラック、場内舗装大破、放流渠破損、

(161,500m3／日） 20％に低下 汚水ポンプ等水没、

籾沈・終沈汚泥かき寄せ機変形脱落

垂 水 処 理 炉勿 機能低下
施設クラック、

(133,890m3／日） な し

切L 祖！ 誌｝ I 燐台尉任T
クラック、場内舗装破損、汚泥脱水機被災、配管類変形

注）処理能力は平成 5年度末現在

図表20-2-2 機能が停止したポンプ場の被害

ポンプ場名 能力 (m3／分） 主な被害状況

大石 ポ ン プ場 1 汚水 81.6 冷却水槽破壊による機能停止

ポーアイ第 1ポンプ場： 汚水 13.0 管渠からの泥水流入による機能停止

ポーアイ第 2ポンプ場 汚水 1.0 I 管渠からの泥水流入による機能停止

3ポンプ場 1 汚水 1.0 管渠からの泥水流入による機能停止

雨水 417.0 燃料配管の破損による機能停止

明 ポ ン プ 場 I 汚水 2.3 吐出管破損による機能停止
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図表20-2-3 管きょ施設の被害状況

377,600 

1,655,841 

9,524 

73,005 

備 考

おける

図表20-2-4 東灘処理場の被害状況

-、←

□
ロロロ：

--l 
---～～＼ 

凡例

仁コ 水没した配管廊

二 晶礎杭が破壊した施設

竪蕊 破壊した施設

し二仮処理施設部分

図表20-2-5に阪神。淡路大震災による神戸市

下水道施設の被害客化を示す。

図表20-2-5 神戸市の下水道施設の被害額

被

308億円

9億円

168億円

79億円

564億円

(2) 応急復旧

① 処理場。ポンプ場

機能に支障があった処理場。ポンプ場につい

ては、機能復旧を最優先に緊急工事を実施し、

5月1日にはすべての処理場。ポンプ場の機能

が回復した。図表20-2-7に処理機能に影響があっ

た処理場の応急復旧の経緯を、図表20-2-8にポ

ンプ場の応急復旧時期を示す。

なかでも東灘処理場では、応急復旧にかなり

の時間を要することが予想されたため、

旧完了までの公共用水域の水質保全を考慮して、

隣接する連河に仮処理施設を建設した（写真20-
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図表20-2-6 排水管被害の分布

ベ

凡例

1 ・被害地点 I

図表20-2-7 機能に支障があった処理場の応急復旧の経緯

東灘処理場 I I 中部処理場 西部処理場
I 

1.17 処理機能100％停止
処理機能50％に低下 処理機能が20％に低

全流入量を二次処理

1.21 運河にオイルフェンスを設置
I 

1.24 
処理機能50％に回復

全流入量を二次処理

1.27 関西電力より仮受電

2. 7 簡易沈澱処理開始 処理機能60％に回復

2. 9 処理機能100％回復

3. 3 
簡易沈澱池の水流傾斜板、凝集剤

処理機能70％に
注入設備、脱水設備の工事着手

3. 7 処理機能100％回復

3.20 凝集沈澱処理を開始

3.27 運河の浚渫と汚泥脱水を開始 1 
5. 1 全流入量の一次処理を再開

図表20-2-8 ポンプ場の応急復旧時期

2-1~2)。

仮処理施設は幅40mの運河を長さ約300mの

区間で締め切り、汚泥を沈殿させる構造とし、

浚渫した汚泥は仮設脱水機で脱水し処分した

（図表20-2-9)。

② 管きょ施設

管きょ施設については、汚水の流下機能や

水の排除機能に支障がある箇所、道路陥没等二

次災害の恐れがある個所を中心に応急復旧を実
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施した。期間は概ね 5月末までであった。神戸

市の下水道は分流式（東灘区の一部は合流式）

を採用しているため、汚水幹線には常時大量の

汚水が流下しており、被害の調査と応急復旧で

は困難を極めた。

小口径管渠の被害箇所特定では管渠内を自

するテレビカメラを用いて調査した。

大口径管渠では、汚水に腰までひたりながら人

間自らが管渠内に入って調査した（写真20-2-3)。



＂ -・・・ ~ i ~L 

写真20-2-1 東灘処理場仮処理施設締切り板の設濯状況 写真20-2-2 東灘処理場仮処理施設の台船を用いた汚泥濃縮槽

図表20-2-9 東灘処理場仮処理施設の概要

潜堤フエンス 汚泥

写真20-2-3 葺合灘汚水幹線伏越管（ヒューム管）円周

亀裂による渭水
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脱水機へ

写真20-2-4 葺合灘汚水幹線での内挿管による復1日作業



図表20-2-10 汚水枝線の被害状況と応急復旧

汚水管 き よ

行政区
管渠 取付管 閉塞 その他マンホール

東灘区 52 756 1,481 794 

゜灘区 18 123 517 317 

゜中央区 40 291 784 274 6 

兵庫区 28 58 483 183 8 

長田区 104 78 1,163 189 107 

須磨区 32 36 672 71 53 

垂水区 20 34 511 64 88 

西 区 2 

゜
10 1 7 

北区 11 219 99 40 27 

計 307 1,595 5,720 1,933 296 

また、幹線管渠の応急復旧では大量の汚水が

流下するなかで、パイプインパイプエ法で復旧

した（写真20-2-4)。

汚水枝線の応急復旧内容と件数を図表20-2-

10に示す。

③ 排水設備

各家庭に設置されている排水設備は、その埋

没深度が浅く、また、建物と併設されているた

め地震の揺れや地盤の破壊などによって多大な

被害を受けた。排水設備はそれぞれ個人で管理

するものであるが、神戸市にも相談や修理業者

の問い合わせ等の電話が殺到した。これらの市

民の要望に対応するために、民間の排水設備工

事業者の団体である神戸市管工事業協同組合に、

主に業者紹介や相談の窓口を設置し、その情報

の一元化を図り 、迅速な対応を実施することが

できるようにした。ここへは、神戸市の戦員も

応援に出勤し、 24時間体制で市民の要望に対す

る連絡調整や業者の指導を行った。

また、各家庭の排水設備を通じ、汚水を公共

下水道に早く取り込むため、各戸の接続ます及

び取付管の総点検（ロ ーラー作戦）を、被災地

を中心に約12万か所にわたり実施した。

排水設備の修理は、神戸市公認下水道工事業

者（公認業者）を中心に修理、改築を行うもの

とし、市からも、緊急修繕の要請を行った。特

に、震災当初から 2月中は、公認業者が水道復

旧に手をとられて、排水設備の修理に迅速に対

応できる業者が少なかったため、公認業者によ

る地区別の緊急修繕班編成と、避難所のトイレ
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雨水管 き よ

計 閉塞 損傷 堆積 計
合計

3,083 ， 70 2 81 3,164 

975 14 65 7 86 1,061 

1,395 6 51 

゜
57 1,452 

760 6 26 

゜
32 792 

1,641 12 63 4 79 1,720 

864 6 54 1 61 925 

717 

゜
45 3 48 765 

20 

゜
4 

゜
4 24 

396 1 10 2 13 409 

9,851 54 388 19 461 10,312 

等のつまりを解消するための専任業者を別途要

請し、対応した。

(3) 災害査定

主な被災箇所の復旧は公共土木施設災害復旧

事業で行った。復旧事業としての認定のため、建

設省及び大蔵省の係官による災害査定が実施され

た。災害査定は平成 7年 3月 6日～10日の第 1

次査定から12月11~13日の第15次査定まで実施さ

れ、全体で491件、 約456億円の工事が決定された。

災害復旧事業として認められる復旧方法は、

原則として原形復旧であったが、耐震性の向上

ややむを得ない施設位置 ・構造の変更について

は認められた。

なお、応急復旧や災害査定のための被害調査

においては、日本下水道事業団より延452名、

大都市及び近隣市より延4,416名の支援を得た

（写真20-2-5)。

写真20-2-5 大都市の管路施設被害調査支援隊の作業状況凍灘区）



(4) 本格復旧と下水道施設の耐霊化

本格復旧は応急復旧、災害査定と並行して実

施した。原形復旧が原則であるが、復旧にあたっ

てはできる限り施設の耐震化を加味して実施し

た。

処理場 ・ポンプ場の復旧工事は、被害が極め

て大きかった東灘処理場を除き平成 8年度末ま

でで完了した。東灘処理場は土木 ・建築施設の

一部を撤去 ・復旧することとなったため、平成

10年度末まで足掛け 5か年の期間を要した（写

真20-2-6)。

管きょ施設は、災害復旧事業としては平成 8

年度末で完了 したが、小さなクラックやその後

の目開きなどの被害が残っており 、引き続いて

調査・補修を続けている。

次に耐震化の考え方を示す。

写真20-2-6 復旧が完了した東灘処理場管理本館と運河付近

［下水道施設の耐震化方法］

処理場・ポンプ場の対策

① 施設構造の耐震設計と基礎杭の強化

◇ 新たな施設設計にあたっては施設重要度

を加味して耐震設計を行うとともに、既存

施設についても順次耐震補強を行う。

◇ 施設を支える基礎杭については、 レベル

2地震動で破壊しない構造とする。

② 施工継手 (EXP-J)の配置及び構造の変

更

◇ 継手は極力減らすとともに、池構造など

水密性を要する部位には継手は設けない。

◇ やむを得ず継手を設ける場合は施設を分

割できる個所とし、合わせ壁構造とする。
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③ 配管廊のブロック化など

◇ 地下水面下にある配管廊の浸水被害をで

きるだけ少なくするため、管廊に遮水壁を

設けて施設を幾つかのブロックに分割し被

害の拡大を防ぐ。

◇ 管廊と施設の接続部には変位差を吸収す

る可とう継手を設ける。

④ 重要施設付近の液状化 ・側方流動対策

◇ 重要施設付近には液状化防止対策（グラ

ベルドレーン等）を施す。

◇ 側方流動の抑止のため、護岸等の耐震性

を向上する。

⑤ 根幹的施設の複数化

◇ 流入管、放流管、電気ケ ーブルなど下水

の排除に最低限必要な施設 ・設備は複数系

列化を図る。

管きょ施設の対策

① 管きょ本体の耐震性強化

◇ 管材料の構造強化（高強度化など）

◇ 可とう性管きょ（樹脂系管）の活用

◇ 石積みや無筋側壁等の雨水きょの構造補

強など

② マンホ ール構造の変更

◇ マンホ ールブロック ・蓋の緊結

◇ 補修の容易な構造の採用

③ 継手等の接続部の耐震性向上

◇ 管継手部の長尺化（離脱防止）

◇ 継手曲げ角の確保（可とう性確保）

◇ 可とう性マンホ ール継手の設置

◇ シールド工法での弾性ワッシャ ーや可と

うセグメントの採用

④ 接続ますの構造変更

◇ 小口径塩ビますの採用

◇ 継手が無く可とう性があるポリエチレン

管の取付管採用

⑤ 重要幹線の複数系列化 ・ネットワ ーク化

◇ 非常時のバックアップとして重要幹線の

二条化

◇ 準幹線をネット化し、被害発生時の迂回

ルート の確保



2. 下水道事業の復興の方向性

(1) 神戸市下水道長期計画基本構想の策定及び

改定

神戸市の下水道においては、その第 1段階と

もいうべき人口普及率100％をほぼ達成しつつ

あるなか、下水道システムの高度化や水循環へ

の下水道の貢献など、下水道事業の第 2段階の

進むべき方向を明らかにすることが必要である。

これらの要請に応えるべく、平成 6年 9月には

神戸市上下水道審議会の答申を得て、 2025年を

目標年次とする「神戸市下水道長期計画基本構

想（こうべ下水道みらい2025)」を策定した。し

かし、震災はライフラインを一瞬にして寸断し、

都市機能を完全に麻痺させ、都市が災害にいか

に弱いかということを露呈した。そこで、平成 8

年 1月に、震災での教訓をもとに「災害に強い下

水道」、「災害時にも活用できる下水道」という

2つの概念を盛り込み、基本構想を改訂した。

(2) 基本構想の施策体系

改訂された基本構想の施策体系を図表20-2-

11に示す。これは下水道の施策を、都市の発展

への対応や災害に対する安全度の向上といった

基礎的な機能、自然環境の保全。創造といった

環境装置としての機能、さらに災害時の下水道

の活用や親しまれる下水道といった新しい機能

に分類整理したものである。

この基本構想は、 21世紀に向けて神戸市の下

水道が進むべき方向を示すとともに、下水道に

関する復興のバイブルとして位置付けられてい

る。

図表20-2-11 神戸市下水道長期計画基本構想の施策体系図

＜視点＞ ＜方針＞

都市の発展とくらしを支える下水道

1 基礎的機能の拡充ーーロこ強い下水道、ンステムの構築

面整備の推進（全市水洗化100%)

下水道システムの充実

浸水に対する安全度の向上一□□雨水排除能力の強化

雨水流叫印制の促進

＜施策＞

用活

道

の
水

源

下

資
る

道
て

水

育

下
り守

ー

を境環然自

↑

_

 

ま
ち
づ
く
り
に
貢
献
す
る
下
水
道

維持管理システム 効率的な管理ヽンステムの確立

計画的な改築の推進

より高度な処理施設の整備

（全量水質高度化）

初期降雨汚濁の削滅

汚泥の効率的処理（資源化100%)

再生水の積極的な活用

下水道エネルギーの活用

市民とともにあゆむ下水道

t 親しまれる下水道の推進—□新しい広報活動の展開
魅力ある PR施設の充実

くらしを高め、災害時にも一ーロ／施設空間の活用

活用できる下水道の推進 身近な水環境の整備
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3. 市民生活と神戸経済の復興に向け

た施策（短中期的課題）

(1) 基礎的機能の拡充

市民生活や神戸経済の復興に、下水道の整備

はなくてはならないものである。震災復興に向

けて実施する下水道の基礎的機能拡充の施策は

図表20-2-12のとおりである。

市内各地で展開される復興事業と連携し、復

興事業を支える下水道整備を促進する。震災復

輿住宅整備緊急 3か年計画への対応や神戸産業

の復興のために開発される新市街地等の下水道

整備を実施するとともに、それに伴う水量の増

加に対応した汚水幹線の建設や処理場の処理能

カの増強を図る。

また、復輿区画整理地区の整備に併せて、

水道施設の再構築を行う。さらに、 2005年を目

標年次として全市水洗化100％を逹成する。

(2) 下水道資源の活用

下水道は膨大な水資源を有しており、その活

用は平常時のみならず、 にも非常に有効

に機能する。

水道の断水による水洗トイレの使用不能は、

市民生活に重大な支障をもたらせた。また、水洗

トイレ用水の連搬が非常な重労働であるため、 ト

イレに少量の水しが流さないことは宅地内排水設

備の閉塞の原因となり、それによってトイレが使

図表20-2-12 震災復興に向けて実施する下水道の基礎的機能拡充の施策

施策の種類 施策の目的 施策の概要

震災復興住宅整備緊急 3カ 大量の住宅供給による流入水量増に 玉津処理場の処理能力の増強

対応した処理能力の増強や、新たな汚 75,000rrf／日⇒100,000m3／日

水幹線を建設する。 （西神住宅第 2団地、西神戸グリー

また、新市街地の下水道施設を整備 ンタウン等 ） 
する。

内径 2000mm ‘ンールドエ

延長 2,281m 

(HAT神戸⇒鳴尾御影汚水幹線）

新市街地の下水道整備の促進

（西神第 2住宅団地、北神戸第 2団

地、西神戸グリーンタウン等 ） 
復興区画整理によるまちづ 復興区画整理地区の整備に併せて、地

くりへの貢献 区内の下水道施設の再構築を実施する。

（松本、

六甲道地区等

新長田、 ＼

ー

）

神戸の産業復興への貢献 神戸の産業・経済の復興の拠点とな 新市街地の下水道整備の促進

る産業団地等の開発に伴う汚水量の増 （ポートアイランド 2期、

大に対応するため、処理能力を増強す 団地、北神戸第 3団地等

＼
＼
ー
ー
ー
／

るとともに、地区内の下水道施設の整 ポートアイランド処理場の処理能力の

備を行う。 増強

（ポートアイランド 2期埋立地区稼

働に伴う水量増への対応 ） 
全市民の快適な暮らしの確

保

他の生活排水処理計画と

市水洗化100% る。

市街化区域の下水道整備

北区、西区、

農村下水道の整備促進

の未整備地

674 



用できなくなるという事例が多く発生した。

一方、震災直後には市内各所で火災が発生し

たが断水のため消火活動に支障をきたした。市

内に都市小河川が多数あったが、冬場の渇水期

でほとんど流量が無かった。しかし、下水処理

水が放流されている河川は比較的流量が豊富で

あり、処理水が消火活動に利用された。

このような地震の教訓から実施、計画されて

いる水資源の活用の施策は図表20-2-13のとお

りである。なかでも兵庫区の松本地区での水資

源活用の事例は、地区の大半が火災で焼失した

教訓から、地元住民の強い要望で設置される地

区内のせせらぎ水路に下水処理水を供給するも

のである。

4. 防災都市基盤の形成（中長期的課

題）

下水道法第14条では、公共下水道管理者は、

やむを得ない理由がある場合には公共下水道の

使用を一時制限することができる旨を定めてい

る。しかし、高度に市街化の進んでいる都市に

おいては、下水道の使用制限はその都市活動に

重大な支障を及ぼすとともに、伝染病の発生な

ど二次的な被害をもたらす恐れがある。また、

下水道は他のライフラインと比較して代替性に

乏しく、その使用制限ぱ慎重に検討する必要が

ある。

神戸市は、今回の震災において、管路の被災

状況、処理施設の被災状況と代替機能の確保の

状況、さらに下水道の使用制限が市民生活や都

市活動に与える影響の大きさなどを総合的に考

し、下水道の使用制限は行わなかった。

このことは、ポンプ機能が比較的健全であっ

たことや、東灘処理場での仮処理施設の建設が

可能であったことなど、いくつかの幸運があっ

たことも否めず、災害に強い街づくりを推進し

ていく上では、下水道、ンステムを強化し、他の

ライフラインの強化とも連携して防災都市基盤

図表20-2-13 水資源の活用の施策

施策の種類 施策の目的 施策の概要

処理水質の高度化と処理 街の中や公園に建設されるせせらぎ ポートアイランド処理場

水の活用 水路や池に下水の高度処理水を送水し、 水循環再生下水道モデル事業で建

うるおいのある水環境を創造する。 設したポートアイランド中央公園の

また、親水河川の整備事業にあわせ せせらぎや池に処理水を全量送水す

て、河川水質を改善するため高度処理 る。

を導入する。 平成10年10月 供用開始

鈴蘭台処理場

①兵庫県が整備を進めている新湊川

の防災ふれあい河川事業と連携し、

河川水質の改善を行う。

②震災復興区画整理地区である松本

地区に建設されるせせらぎ水路に

処理水の一部を送水する。

下水処理水のリサイクル 水資源の有効利用と水環境の保全を ポートアイランド水リサイクル事業

目的として、水洗トイレ用水、緑地散 第 1期計画水量 1,700rrf／日

水用水に処理水をリサイクル利用する。 （第 1期のオゾン処理施設建設は

850m3／日）

平成10年 4月 供用開始

雨水貯留と有効利用 雨水流叫印制のための貯留施設を活 住吉公園雨水貯留施設

用し、その貯留された雨水を緑地散水、 シールド工事で建設した立坑を利用

消防用水等に活用する。 した雨水貯留施設を建設。

平成10年 4月 供用開始

貯留容量 800m3 
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を形成することが必要である。 システムの形成を促進している。その主な施

策を図表20-2-14に示す。

(1) 災害に強い下水道システムの形成 なかでも処理場ネットワークは、 21世紀の下

水道を見据えた上での最重要施策と位置づけて

おり、一部別目的での建設も含め、平成 8

災害時にも下水道の機能を維持するとともに、

今後の都市の再構築や水環境の保全などを総合

的に考慮して、平常時にも有効に機能する下水 し、第 1段階のネットワークを2010

図表20-2-14 防災都市基盤を形成するための下水道の施策

施策の種類 施策の目的 施策の概要

処理場ネットワーク 1 市内の処理場相互を大深度の汚 ネットワーク幹線

主要幹線の 2条化

施設の耐震化

エネルギー源の多様化

下水道施設の計画的な

改築更新の推進

凡 例

9l lll llll’'，既設幹線

水幹線で連絡し、災害時において 既設管の利用 15.1km 

も処理場相互の汚水融通を可能と 幹線の新設 26.1km 

するシステムを構築する。 ネットワークポンプ場

既設ポンプ場 1か所

新設ポンプ場 2か所

主要な幹線を 2条化し、複数の I六甲アイランド第 2

系統で汚水を排除できるようにす 内径 2800mm シールドエ

る。 1,755m 

処理場ネットワーク幹線の適切な配置による

2条化

9年 8月に改訂された「下 1 処理場。ポンプ場の耐震化

水道施設の耐震対策指針」に基づ 管きょ施設の耐震化

き、個々の施設の耐震化を図る。

クリーンセンターとの電力融通 1 東灘処理場と第10次クリーンセンターとの電

を行いエネルギー源の多様化を進 力融通

めるとともに、維持管理経費を削

減する。

：こ亡翌三王豆菩芸三詈冥了デ〗 1 戸互翌::::：:::/l::：:/;／:：
図表20-2-15 処理場ネットワークの計画図

.......工事完了又は工事中幹線

●● 0 鬱疇"・計画幹線

・ー・一処理区界
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に完成させる予定である。これは、市内の処

理場相互を大深度の汚水幹線で連絡し（図表20-

2-15)、災害時においても処理場相互の汚水融

通を可能とするシステムを構築するものであり、

災害で一つの処理場の機能が停止しても、下水

道の機能が維持できるように計画されている。

機能の集中など、利便性を追求する一方で、災

害に弱い都市構造をも露呈している。また、都

市化に伴う浸透、保水能力の低下は雨水流出の

増加とピーク流量の増大を招き、都市型浸水多

発の大きな要因となっている。

このような状況において、人々の生命と生活、

資産を災害から守り、安全なまちづくりを推進

するための下水道の施策を展開するとともに、

下水道が持つ資産やシステムを活用した防災支

援システムを整備する。

また、同時に、老朽施設の改築更新、発生汚

水量の増大、高度処理導入に伴う処理能力の減

少などに対しても、柔軟に対応できる下水道、ン

ステムが構築されることとなり、今後の下水道

システムでの根幹的施設と位置づけられる。

(2) 安全なまちづくりの推進

近年の都市化の進展は、地下街の発達や資産。

主な施策を図表20-2-16に示す。雨水の流出

抑制を目的とした本庄遮集幹線は、非常時には

海水が引き込める構造とし、内陸部での消火活

動に利用することを可能とする。

図表20-2-16 安全なまちづくりの推進の施策

施策の種類 施策の目的 施策の概要

雨水未整備地区の整備促 不浸透面積増大に伴う雨水流出 雨水対策整備率100％を目標に雨水幹線の

進 増加に対応する雨水幹線の整備を 整備を促進する。

促進する。 平成 7 63.6% 

平成10年度末 69.2% 

本庄地区の浸水対策の促 平成元年の大規模な浸水を教訓 本庄遮集幹線の建設

進 とし、遮集幹線の建設とポンプ能 内径 2200mm シールドエ

カの増強により、雨水排除能力を 延長 865m 

強化する。 貯留容量 3,100m3 

本庄ポンプ場の能力増強

12.lrrf/s⇒13.77m3/s 

高潮対策と連携した浸水 三宮地区や臨港地区の高潮対策 和田岬ポンプ場の改築更新

対策の促進 と連携し、高潮時に内水が排除で （遠矢浜地区と和田岬地区の一体的な整備）

きるような雨水対策を促進する。 三宮地区の高潮対策と雨水対策の検討に着手
I 

する。

降雨情報レーダーシステ 降雨情報レーダーシステムと雨 レーダー端末の全水環境センターヘの設置

ムの充実 水ポンプ場の運転管理との連携に レーダーシステムの精度向上

より、浸水被害の軽減を図る。 レーダー情報の市民への提供

さらに、情報を市民に提供し、

市民の防災活動を支援する。

防災支援拠点の整備 市街地において広大なスペース 東灘処理場水処理施設の上部を、防災支援拠

を持つ下水処理場の上部を防災支 点として整備する。

援拠点として整備する。 整備面積約5,000nf

公共下水道利用型仮設卜 衛生上の問題や災害時の屎尿収 整備箇所

イレの整備 集の困難さを考慮し、下水道のマ 平成 9年度 5か所

ンホールの上に組み立てる仮設卜 平成10年度 10か所

| （図表20-2-17) イレを整備する。
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図表20-2-17 公共下水道利用型仮設トイレ

災害時仮設トイレ設置場所（設置状態）

貯留弁

～操作手順～

I 1中央部のふたを開けます：

, 2．レパーを上方に一気に引き上げます：

（毎朝一回必ず操作してください）

3汚水が流れ切るまで保持します。

4レパーを下方へ叢後まで押下げま

5．開放したふたをしっかりは

＼ 

5.震災の教訓と今後の課題

「災害に強いまちづくり」に資するため、震

災からの教訓を下水道事業復興の施策に取り入

れて事業を推進している。しかし、残された課

題も多く 、今後の取り組みが重要である。主な

課題は以下のとおりである。

① 下水道は地下構造物がほとんどであること

や、供給系のライフラインと異なり受容系の

ライフラインであることなどが影響し、下水

道に関する住民の認識が乏 しい。このため、

老朽施設の改築更新や環境装置としての機能

向上など、その事業の必要性に対する住民の

コンセンサスが得にくいという欠点がある。

今後は、下水道事業の必要性を強く住民にア

ピールし、必要な事業を推進していかなくて

はならない。

② 下水道は、都市において安定的に発生する

水資源と豊富な熱ェネルギーを有し、さらに

処理場上部等の施設空間を有している。
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I 
用水の注水

作手1頓～

I.仮設トイレの設翌時に、、主水孔より貯留 I
雨水を注水します。

（注水する溢1ユ、下流側 r貯留弁」から i 
溢れるまで注水してください'J I 

2．仮穀トイレの設濫後11. 「貯留弁」 の染

作手順に従い、 I B 1回程度の排水を行

い、 再度注水孔より貯留雨水を；主水し、

仮沿トイレを使用します。

= 

注： この図面は、一般的なイメージ図です．

資源と エネルギーの有効活用を積極的に行

い、また水環境の保全 ・創造のキャスティン

グボー ドを握る役割を担って、環境保全面か

らの PRと省ェネ ・リサイクル型かつ水循環

型のまちづくりに積極的に参画していかなけ

ればならない。

また、市民に下水道に親しみと関心を持っ

ていただけるよう 、処理場上部等の施設空間

の有効活用を図っていく必要がある。

垂水処理場では、ビオト ープと明石海峡大

橋を望む展望広場から成る「恋人岬」を市民

と協働で整備し、平和10年春から供用開始す

るなどの取り組みをすすめているが、今後よ

り一層、下水道のイメ ージアップと、地域活

動 ・環境教育の拠点となるよう整備 ・活用し

ていくことも求められている。

③ 生活様式や価値観の多様化、急速に進行す

る高齢化、地球的規模での環境問題など、め

まぐるしく変化する社会経済情勢に柔軟に対

応できる下水道、ン ステムの構築が必要である。



そのためには、復興の施策で取り上げている

ライフラインネットワークの構築にあわせて、

膨大な資産を管理し、かつ最適な連転管理を

可能とするような情報処理技術の導入が不可

欠である。

④ 大災害が発生したときは、下水道事業にお

いても一つの自治体だけで対応できるもので

はないため、相互支援は極めて重要である。
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第 3節電 力

（関西電力株式会社神戸支店）

(1) 地震発生時の状況

関西電力管内の電力系統監視連用を24時間体

制で行う同社本店の中央給電司令所（大阪市北

区）では、 16日19時頃の気象情報をもとに17日

の電力需要予想を2,350万 kWとしていた。地

震発生直前には、運転中の原子力発電所8ユニッ

ト、火力発電所24ユニット、水力発電所に加え、

給電指令により火力発電所11ユニットが運転準

備中であった。

5時46分、地震発生とともに、直前まで1,270

万 kWあった電力需要は940万 kWまで降下し

た。原子力発電所、水力発電所は問題なく運転

を続けることができたが、姫路から大阪湾岸に

位置する火力発電所では運転中の 8ユニット、

起動中の 4ユニットが自動停止した。

は発電設備に留まらず、送電。変電系統

にも重大な影響を及ぼしていた。

神戸。阪神間は背後に六甲山系に位置する変

電所から電力供給されており、 500kVの基幹系

統ではほとんど影響がなかったものの、 275kV以

下の送電。変電系統はいたるところで送電不能

に陥り、電力供給に支障を生じた変電所数は189

カ所に及んだ。これに伴い、明石市から京都府南

西部にわたる広範囲な地域で停電が発生し、停

電軒数は260万軒にのぽった（図表20-3-1)。

被害の中心は明石から阪神間の沿岸部と淡路、

丹波篠山方面を管轄におく同社の神戸支店（神

戸市中央区）であった。

(2) 被害状況

電力施設の被害は、火力発電、変電、送電、

通信の各設備に及び、被害総額は2,300

億円にのぼった。各設備の被害状況は次のとお

りである。

① 火力発電所

21か所の発電所のうち10カ所で設備被害を受

けた。震源地に最も近い東灘ガスタービン発電

所（東灘区）では、強力な地震動とこれに伴う

液状化の影響により、発電所護岸継ぎ目のずれ、



図表20-3-1 地窟発生直後の停電範囲
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開口、構内道路 ・地盤の陥没、亀裂が発生した。

② 変電設備

861か所の変電所のうち50か所で設備被害を

受けた。 このうち変圧器等の主要電気工作物に

被害を受けたのは、伊丹 ・新神戸 ・神戸 ・西神

戸の 4つの275kV変電所と葺合変電所のほか

13か所の77kV変電所であった。

③ 送電設備

架空送電線では、総線路数1,065線路のうち

23線路が被害を受けたが、その主なものは鉄塔

被害（部材損傷等）が11基、電線断線が 3径間、

がい子損傷 3基であった。

地中送電線では、総線路数1,217線路のうち

102線路で被害を受けた。

④ 配電設備

家屋倒壊などによる電柱折損、液状化現象に

よる傾斜 ・沈下、電線の混断線や火災による機

器の焼損等、高圧の配電線 (6,000V)総回線数

12,109回線のうち、 649回線 （被害率 5%)に被

害を受け た。なお、神戸支店管内では、 1,795

回線のうち、551国線で被害を受け、被害率は

31％にのぼった。
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亡コ停電範囲

•一•一・府県境

市町村境

◎ 500kV変翻

Q 275kV変翻

0 154kV変翻

● 77k渡翻

二火力発電所

このうち、架空配電設備における被害状況は

電柱11,289基、 電線7,760径間、変圧器5,346台で

あった。電柱は地震動の影響を受け、相当数の

ひび割れ、傾斜が発生したが、機能喪失に至っ

たものは家屋等の倒壊に巻き込まれたものが大

半で、電柱の被害分布も神戸から芦屋、西宮に

至る震度 7の地域に集中していた。

地中配電線路の被害は三宮 ・兵庫、西宮営業

所に集中しており、 3営業所のケ ーブル施設数

12,716条のうち196条に損傷が発生した。

⑤ 通信設備

無線鉄塔や屋内通信設備では回線停止に至る

被害はなく 、保安通信の中枢である多重通信回

線も健全であったため、復旧作業に必要な社内

通信は確保された。

⑥ 社屋

神戸、大阪、明石市内および淡路島内などの

社屋で窓ガラス破損や壁面クラ ック 等の被害を

受けた。 中で も、神戸支店ビル（鉄骨鉄筋コン

クリ ー ト、地上 9階、地下 2階）は西側部分に

激しい損傷を受け大破し、執務不能となった。



(3) 電力設備の復旧

① 復旧体制

給電所、変電所、制御所では、遠隔操作によ

り無事に残った送電系統や変圧器を連携させ、

あるいは隣接系統からの送電などにより停電範

囲の縮小を図った。この結果、午前 7時30分ま

でに、停電軒数は約260万軒から約100万軒に減

少した（図表20-3-2)。

関西電力本店では 7時30分に副社長を本部長

とする非常災害対策本部が設置され、設備被害

情報の収集、某本的な復旧方針の検討、復旧要

員や資機材の動員・調達、協力会社やメ ーカー

への動員要請、他電力会社への応援要請、支援

物資の調達・輸送、社外関係機関との調整等に

あたった。

一方、被災地の中心にあって復旧活動の指揮

をとる神戸支店の非常災害対策本部は、本店に

先立ち 7時に設置され、営業所等の事業所でも

それぞれ対策支部を設置し、設備復旧とお客さ

ま対応にあたった。

関西電力社員の多くも被災したが、当日中に

は神戸支店管内事業所に勤務する者のうち、約

75％が本来勤務地または最寄りの事業所に出社

した。出勤手段はマイカ ー、 バイクが多くを占

めた。

技術系復旧要員は、 17日当日のうちに神戸支

店以外からの復旧要員も投入されたほか、全国の

電力会社や協力会社からも多くの支援を受け、

ピーク時には6,000名以上を数えた（図表20-3-3)。

復旧体制の立ち上がりと並行し、 17日午後に

は本店と神戸支店の対策本部がTV会議で結ば

れた。

家屋の倒壊や焼失、市民の避難などにより、

電力の検針業務、集金業務も中断した。このた

め同社は18日に電気事業法にもとづく支払い期

限の延長や不使用月の電気料金の免除などの災

害特別措置を通産大臣に申請し、翌19日に認可

を受けている。

② 応急送電

本店対策本部では、 5日以内に被災地全域に

写真20-3-1 ガレージでの作業手配（三宮営業所）

図表20-3-2 停電軒数の時間推移
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図表20-3-3 技術系復旧要員数の推移

：人）

1月 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日

371 657 788 765 794 794 709 

゜
260 284 287 291 283 219 I 

配
3,032 I 639 2,070 2,895 2,963 3,616 3,616 

小 1,010 2,987 3,967 4,015 4,701 4,693 3,960 

火力 社 1,168 947 722 I 657 334 290 464 
送

協力会社 1,168 1,582 1,448 1,467 1,113 743 1,316 
亦冬

通信 ／」ヽ 2,336 2,529 2,170 2,124 1,447 1,033 1,780 

総 3,346 5,516 6,137 6,139 6,148 5,726 5,740 

おいて重要施設およ

するという復旧目標が決定され、次のとお

り方針が定められた。

（病院、避難所、役所など）への

被災者への生活用電力の応急送

る。

に必要な工事量を最小限とし、

大限の要員、工事車両を投入する。

。設備安全、作業安全、電気安全を徹底し、

一次災害を防止する。

被災地へ

所在する

自

が前提であった。中央給電司令所では、供給力

確保のため、地震発生直後に待機中の発電所に

連転を指令した。

の電力会社の系統は相互に連携しており、

の応急送電を

にあたっては、地域内に

までの電力系統が復旧すること

が不足する時には他社からの融

通を受けることが可能である。関西電力の17日

の給電状況は、原子力発電所が健全であったこ

とと、当日中に姫路方面の火力発電所 4ユニッ

トが復帰したこと、揚水式発電所（夜間の

を利用して上部ダムに水を貯め、昼間の電力使

用ピーク時等に水を落として発電する方式）を

したこと、地震により電力需要そのものが

減少したことから、他社から融通を受ける必要

はなかった。また、残りの火力発電所も順次仮

復旧が進んだことから、 18日以降の供給力にも

間題はなかった。

一方、変電所の復旧は、隣接変圧蓋や他の系

統に切り換えることで救済措置が取られていっ

たが、最後まで救済が困難であっ

（神戸市中央区）については、大阪、姫路方面

から移動用変圧器 3台を投入し応急復旧が行わ

れた。

この結果、すべて

4,700名の

きる体制

が整ったのは、翌18日の午前 8時であった。こ

の時点での停電軒数は約40万軒。地震発生直後

の停電軒数からおよそ85％が回復したことにな

るが、これと前後して変電所からお客さままで

を結ぶ配電設備の復旧が喫緊のものとなってい

た。

配電設備の復旧作業には、

会社、協力会社をあわせてピーク時の21日には

が投入された。また、復旧用

両は2,000台を超えた。

17日深夜から翌朝にかけて、 60HZ用

している東北、中部、北陸、

九州電力より発電機車52台とそ

転にあたる要員が到着した。これらは

が所有する 8台とあわせ、最も被害の大きかっ

、パI千ヽ戸l亡 tI二tオ<!ノ 11=trJに配備され、防

災の拠点である警察署や消防署、病院、避難所

となっている学校や公民館など、合計56か所の

施設への緊急送電にあたった。

他電力会社からはこのほか、作業車両や復旧

機材、生活物資や仮設トイレなどの支援が寄せ

四

られた（図表20-3-4)。

は昼夜を撤して行われたが余震が続

く中での高所作業等、作業環境は苛酷を極め、

加えて倒壊家屋や交通渋滞が道を阻み復旧は難

682 



航した。結局、損壊や留守等で送電を保留した

家屋を除き、応急送電が完了したのは 6日後の

23日15時であった。なお、電力の復旧作業に伴

う災害は皆無であった。

関西電力では、応急送電後の電力設備本格復

旧作業を、ア．梅雨、集中豪雨時期に耐えうる

設備の構築、イ．台風時期に耐えうる設備の構

築、ウ．夏季ピークに耐えうる電力供給力確保、

工．設備の信頼度向上、の 4つのステップに分

けて進め、平成 7年 8月末において第 4ステッ

プに着手した。

また、震災とその復旧活動を通じた経験を踏

まえ、同社が今後の電力設備形成や防災対策の

課題として挙げた主な点は次のとおりであった。

。国レベルの検討結果を受け、必要に応じて

設備の耐震腿準を見直す。

。各電力会社などで構成する中央給電連絡指

令所は、 による大規模停電の情報を

速やかに内閣情報調査室に対して提供する

こととしており、同社としても府県等の同

様のニーズにも対応していく。

。主要事業所被災時の代替設備の検討と、

ヘ応援可能な50/60HZ共用

4台の新規配備を行う。

。被災自治体などによる復興計画、災害に強

い街づくりへの積極的な協力を行う。

(4) 復旧から復興ヘ

平成 8年10月の地中送電設備の復旧を最後に、

電力設備の本格復旧はほぽ完了した。

平成 9年度以降は、街の復輿との整合性、お

客さまニーズの反映などを考慮したタイムリー

な配電設備の復興改修を中心に、「防災と省ェ

ネルギー。省資源、高アメニティを実現するま

ちづくり支援」「街並みに合わせた配電設備の

形成」を進めた。また、震災で得た教訓を踏ま

えた防災体制の整備を図り、そのひとつとして

情報通信部門において「情報通信ネットワーク

整備計画」を平成 9年 3月に策定し、代替業務

拠点の整備、通信手段の強化と多様化を図った。

① 配電設備関係

配電設備関係では、都市開発、道路改修復興

に合わせた改修、更地等で建築による繰り返し

工事発生防止の観点からお客さまの工事時期に

合わせた改修を方針にあげ、支持物7,893本の

改修を完了した。

図表20-3-4 他電力会社からの応援状況

合計

人貝

配 1発電機車 雪

ニロ通僭 衛星通信用

移動地球局車

2台

可搬無線装置

電源開発（株）

遵のお申し出 あり I

北陸

配人貝

発電機車

電作業車他

56名
9台

9台

（各電力ともビーク時の値）

／ 

中国
工務 資機材 I電線他

心車予資14台

工 務 資 機 材 架 線 金 物 他

東北

15名
3台
6台

東京

7名

仮設トイレ

50組
生活物姿

通信

九州

配人貝

□ 工務資機材 Iがいし

（交換、予備用等 6台を含む）

102名

30名
4台

沖 縄 00 I屯！作業車他| 13台

I協力のお申し出あり i 火力についても各電力から協力のお申し出あり

衛星通信用

移動地球局車

2台

可搬無線装置

2台

国
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② 通信設備関係

関西電力の情報通信網は一部で被害を受けた

ものの正常に機能し、電気の復旧作業を円滑に

進めた。今回の大震災で得た教訓を踏まえ防災

体制の強化を図るため、災害時に強い「情報通

信ネットワーク整備計画」を以下のとおり策定

した。

。代替業務拠点の整備

災害により、本支店等の業務拠点が被災す

ると、復旧作業に多大な影響を与えることに

なるため、これらの業務拠点の代替拠点を選

定し、重要な通信回線を現状 2ルートある

線の内の 1ルートを代替業務拠点を経由する

構成に変更する。これにより、震災などで支

店が倒壊しても、代替業務拠点で業務を継続

して行うことができる。

現在再建中である関西電力神戸支店ビルの

完成に合わせて、代替拠点を経由する通信回

線の整備を完了する予定である。

。衛星通信システムの構築

緊急連絡手段および災害現場からの通信手

段の強化として、平成10年 3月に「衛星通信

システム」を導入し、車載局から生の災害映

像を本支店等の非常災害対策本部へ伝送する

ことにより、災害の状況把握や復旧状況の確

認などを迅速に行うことができる。

。災害情報通信システムの開発

被害設備や応急復旧状況等、これら災害情

報は各地の営業所や電力所から本支店へと

。FAX等で報告されたが、非常災害対策

本部では、電話等が輻轄し時間的にも量的に

も集中することから、情報の収集に時間を要

した。そこで、災害情報の発信、収集、加工

を情報処理化し業務を効率化するために、パ

ソコン LANを用いた「災害情報システム」

を開発し、平成10年 7月末に一部運用を開始

した。

③ 50万v交差二重外輪系統の完成

関西電力が昭和60年から建設を進めてきた50

万v交差二重外輪系統が、平成 9年の夏に完成

した。これは、 50万ボルト外輪送電線を―

し、その二つの系統を独立した形で運用するこ

とにより、万が一、片方の系統が大きな被害を
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受けても、もう一方の健全な系統を切り離すこ

とで大規模な停電を防止し、またより迅速な

故復旧を行うことが可能となる。

(5) 人が安心しで快適に暮らせるまちづくり

新しいまちづくりが形成されていく中、まち

づくりの課題として、災害に強いライフライン

の構築、災害に強い市街地の形成、豊かな住環

境の創出、魅力ある市街地整備など、災害が起

きても被害が最小限にくい止められ、平常時は

快適に暮らせるまちづくりを進めている。

その中で、電気は生活に欠かすことのできな

いエネルギーとして、①災害時にも

い②クリーン。安全③利便性が高いな

良さを活かし、防災、省ェネルギー。省資源、

アメニティを基本コンセプトに、人が安心し

で快適に暮らせるまちづくりに貢献できるシス

テムを提案している。

ひとつは、一定地域内にあるビル。住宅など

に1か所または数か所の熱供給プラントから、

冷水。温水などの熱媒を配管を通じて供給して

冷暖房や給湯を行い、省エネルギー。環境面で

のまちづくりに大きく貢献ができる地域冷暖房

システムである。

このシステムは、復興事業の中でも中心的な

シンボルプロジェクトとして位置づけられてい

る神戸東部新都心 (HAT神戸）に導入されて

おり、神戸国際会館。地下鉄海岸線三宮駅（仮

称）などを対象とした「三宮南地区」にも導入

される予定である。

もうひとつは、今回の震災でも明らかになっ

たように、災害時における消防用水などの確保

が重要な課題となった。この経験を踏まえ、ビ

ルなどを中心とした建物に空調設備として、夜

間の電気を利用して夏は冷水、冬は温水を蓄熱

槽に蓄え、その熱を昼間に空気と熱交換し、ビ

ル内部を空調する水蓄熱式空調ヽンステムの有効

活用を図った。このシステムは前述のとおり、

水を貯めるため、非常時には消防用水などに利

用でき、防災面でのまちづくりに貢献すること

ができる。現在再建中である

ビルもこのシステムを導入する計画である。

この他、約20万戸といわれる住宅の損壊を



期に復興させるため、市街地再開発事業などで

の高層住宅、食堂や台所を共有スペースとした

高齢者用の共同住宅（コレクティブハウジング）

への建設に対し、防災・省ェネルギー・環境面

などで貢献できる全電化住宅を推奨した。全電

化住宅では、台所には電気クッキングヒーター

を、給湯には非常時にも生活用水として活用が

できる電気温水器を使用し、エネルギーすべて

に電気を利用している。

兵庫県では、全国の公営住宅建設で初めての

試みとなった高齢者用の共同住宅（コレクティ

ブハウジング）に、防災性の高さが評価され、

全電化住宅が採用された。

また、民間住宅（マンション）でも同様に太

陽光発電などを備えた全電化住宅が採用されて

いる。

第 4節通 言,1
 

（西日本電信電話株式会社神戸支店）

NTTでは、昭和43年の十勝沖地震における

本州と北海道とを結ぶ伝送路の断による、北海

道の情報孤立以来、幾多の災害経験を教訓とし

ながら、伝送路の 2ルー ト化、多）レー ト化や地

中化、通信機械の分散収容、並びに各種の災害

対策機器の開発・配備等の災害対策を行ってき

た。

阪神・淡路大震災では、 基幹ネットワ ーク及

び通信ビルは、これら対策により致命的なダメー

ジは受けなかったものの、想像を絶する揺れと

火災の発生で、通信設備はかつてない被害を被っ

た。また、 電話が充足し、いわゆる情報化時代

になって初めての大都市を直撃した大災害であ

り、未曾有の規模での通信の輻較と被災地内に

おける情報の混乱が起こった。

(1) 被害状況と復旧活動について

阪神・淡路大震災において、 NTTビル内に

設置 している交換機の予備電源等の損壊等によ

り、 29万 5千回線の交換機能が停止したが、全

国各地より移動電源車を出動させるなどして半

日から 1日半で復旧した。

また、加入者ケ ーブルの損壊により 19万 3千

回線のサービスが中断したが、全国社員による

7,000人／日規模の復旧体制により加入者ケー

ブルの復旧に当たり 1月31日までにサービス回

復を希望される全てのお客様、約10万回線のサー

,,..;.:,., ”い・••烈：ぷ茶
'、徊’

t‘い:宍y .

写真20-4-1 無料の特設公衆電話
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ビス回復を完了した。このほか、衛星車載無線

機等により避難所を中心に特設公衆電話約2,900

台を設置するなど、緊急通信等の確保に努めて

きた。

(2) 復興活動について

被災地地域における電気通信設備の復輿は、

単に震災前の姿に戻すことにとどまることなく、

21世紀を先取りした都市づくりに役立つ情報ネッ

トワークの構築を基本に、政府、自治体、各ラ

イフライン等の復興計画に全面協力する形で推

進してきた。

NTT本社に「大都市激甚災害対策委員会」

を設け諸施策を検討し、検討に基づく施策の

現化を進める「阪神復興推進室」、並びに、阪

神復興推進室が策定した基本方針に諮づく復腿

の策定、設計。積算及び施行管理。

成処理までの一連の業務を進める「阪神復興臨

時建設事務所」を設置し具体的には、次の方針

に彗づき早期復興に努めてきた。

①「マルチメディア時代を展望したアクセス網

の光化」

②「災害に強い通信ネットワークを目指した地

下化の推進」

③「通信設備の信頼性向上のための通信センタ

の分散化」

(3) 光化について

被災地を中心とした

けたメタルケーブルの整備は、ただ単にメタル

からメタルに取り替えるのではなく、マルチメ

ディア時代に向け光情報基盤を構築してきた。

① ビジネス地域の光化整備

。ビルの新築。改装に合わせ「お客様ビルまで

の光化」を展開し、神戸市中央区のビジネス

エリアは、平成 9年度末で光カバー率100%

その他のビジネスエリアは、平成11年度末ま

でに光カバー率100％を目指し展開。

。光ケーブル網は、ケーブルが一方で切断され

ても、通儒途絶が回避できるように、ループ

網を彗本

② 住宅地域の光化整備

エリアは、平成11年度末までに各家庭の

近傍まで光ケーブル化を推進。

③ 新技術の導入

エリアの鷹取東第一地区に全国で初

めて新光アクセスシステム (nシステム）を

開始。

。行政とのタイアップにより、道路構造物とし

て歩道上での整備を行う架空電線類の地下化

にあわせ、低背型光アクセ

。学校や公園（災害時の避難場所）に臨時の公

衆電話の架設が迅速に対応できる、

型の光アクセス

図表20-4-1 アクセス網の光化と地下化の推進

光フ＜ 二こ ーブル

光ファイバーケーブル
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(4) 地下化の推進

電気通信設備において、地下化は災害時の通

信回線途絶に有効であったことが、再認識され

たことから、積極的に推進してきた。

① 中央区を中心とする重要ユーザ等の回線を

多数収容する幹線ルートには、信頼性の高い、

とう道、共同溝、中口径管路で構築。

② 液状化の被害が激しかったポートアイラン

ド内の幹線ルートには、液状化用中口径管路

で構築。

③ 行政とのタイアップにより C-C-BOX

計画などを積極的に推進。

④ 地下管路不良区間の敷設替え及び、新築ビ

｝レヘの配管、更に地下管路点検結果に拮づく

被災区間の整備を徹底的に推進。

(5) 通信センタの分散化

通信設備の信頻性を高めるため、神戸地域に

している複数の交換機を 2つの通信センタ

に集約し分散収容するとともに、相互にバック

アップできる機能を持たせることにより危険分

散を図ることとしている。

センタは、鉄骨鉄筋コンクリート造り地

下 2階。地上23階でネットワークコントロール

と連動させた災害対策本部機能、通信衛星 (N-

STAR)の基地局設備や緊急輸送ルート確保の

ためのヘリポートの設置及び、大容量ガスター

ビンエンジン等非常用電力設備の設置等の防災

センタ機能を完備しており、 1999年度中に完成

を予定している。

(6) 阪神。淡路大震災を踏まえた災害対策につ

いて

① 「被災地情報ネットワーク」の構築

災害時の被災地内での情報流通を支援する手

段として、「被災地情報ネットワーク」の導入

を開始した。

この、被災地情報ネットワークは、災害時の

被災地において自治体が中心となっだ情報流通、

避難された方々への的確な情報提供を可能とす

るため、パソコンネットワークを活用した情報

プラットホームを作り、救援活動や復旧活動、

さらには被災者の生活を支援するための情報流

通を行うためのもので、自治体等にこのネット

ワークの核となるサーバを設置し、避難所とし

て想定される小中学校等に端末を設置して、そ

の間を専用線や ISDN回線等で接続していた

だき、被災時に、このシステムを運用する。

なお、 NTTでも必要に応じて回線、端末の

増設支援を行う。

② 災害時の停電時公衆電話無料化

阪神。淡路大震災の際に、停電のためカード

図表20-4-2 通信センタの分散化

通信センタB

各ノードビル

とう道及び、共同溝

光ループ網

¢1 ;f 

（一般のお客様） （行政等）

I RTビル（交換ボイント）

687 

Bビル

通信センタA

（新ビル予定）

く分散収容予定の交換ビル＞

葺合、三宮、港島、

神戸駅前、兵庫、

湊川、長田



公衆電話でテレホンカードが使用不能となる

態やコイン併用型公衆電話のコインが金庫に一

杯になり、使用できなくなるなどの事態が生じ

たことから、災害時には、テレホンカードやコ

インをお持ちでなくてもお使いいただけるよう、

災害時（災害救助法が適用される規模の災害）

における

する。

による国内通話の無料化を実施

③ システムの導人

N-STARを活用した衛星移動通信

システム (Sバンドを利用）による通話を確保

し、被災地にまっ先に乗り込むNTTのレスキュー

隊の連絡手段として災害時の緊急通信の確保に

活用する。

また、市町村の孤立防止を図るため設置して

いる地上波等を利用した孤立防止用無線を同衛

(Kuバンドを利用）に順次置き換えること

としている。

④ 災害用伝言ダイヤルの提供

災害時において、被災地への通信が輻轄（ふ

くそう）した場合でも、被災地内の家族。親戚。

知人等の安否確認ができる情報伝達手段の一つ

として「災害用伝言ダイヤル」を提供する。

ア．提供の開始

地震、噴火等の災害の発生により、被災地へ

向かう安否確認のための通話等が増加し、被災

地へ向けての通話がつながりにくい状況（ふく

そう）になっている場合にご利用いただく。

イ．提供時のお客様へのお知らせ方法

ダイヤルの提供を開始する場合に

は、次の方法でお知らせする。

。全国へのお知らせ方法

テレビ、ラジオを通じて、利用方法、

登録エリア等をお知らせする。電話がかかり

にくくなっている場合にNTTネットワーク

からお知らせする。

。被災地内でのお知らせ方法

全国へのお知らせ方法以外にも、被災地内

の方へは、避難所や特設公衆電話設置場所へ

操作説明リーフレット等を配備するとともに、

自治体の防災無線により、利用方法をお知ら

せいただくよう依頼する。

ウ．操作方法

「171」をダイヤルし、利用ガイダンスに従っ

、再生を行う。

688 



第 5節 ガ ス
（大阪ガス株式会社兵庫事業本部）

大阪ガスは、地震発生後直ちに被害状況の把

握に努めた。その結果、ガス漏れによる二次災

害を防止するため、阪神間の都市を中心に約86

万戸のお客さまへのガス供給を停止した（図表

20-5-1)。そして、 ガス供給の復旧・復興の過

程を経て、現在、より災害に強い都市ガス供給

システムの構築に取り組んでいる。

(1) 都市ガス供給施設の被害状況

① 都市ガス供給ヽンステム

都市ガス事業は、製造所で作られたガスをパ

イプライン（導管）を利用してお客さまに供給

する事業である。 LNG（液化天然ガス）を気

化して製造されたガスは、高圧、中圧、低圧の

各導管網を経て各家庭にまで供給される。大阪

ガスには、泉北と姫路の二つの製造所があり、

ガスはここから京阪神の各地へ高圧導管を利用

して輸送される。このガスは、ガバナと呼ばれ

る減圧装置で圧力を下げられ中圧導管網へ送ら

図表20-5-1

れる。中圧導管網は圧力によって中圧Aと中圧

Bの二種類があり 、いずれも各地への輸送およ

び病院、ホ テル等大規模な商業用や工場等工業

用のお客さまへの供給に利用されている。また、

中圧導管網に接続されたガスホルダーは、ガス

需要量の変化に応じて供給能力を調整する役目

を果たしている。各家庭や中小規模の森工業用

のお客さまへは、中圧導管網からさらにガバナ

を通じて圧力を下げた低圧導管網によりガスを

供給している（図表20-5-2)。

② 設備の被害状況

今回の震災では、製造所の主要設備には被害

はなく 、操業を継続することができた。また、

ガスホルダー、 高圧導管についても被害はなかっ

た。

中圧導管では、一部のバルブ等から軽微な漏

れが発生したが、いずれも早期に復旧すること

ができた。

低圧導管においては、ねじ接合導管の被害が

大半を占めたが（写真20-5-1)、柔軟性に富み、

地震に強い材料として導入を進めているポリ エ

チレン管には被害が全くなかった（写真20-5-2)。

お客さまの敷地内の導管（内管）については、

ガスの供給停止地域
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図表20-5-2 大阪ガスの供給システム

工業用

高圧導管 (1.0~4 OM Pa) 

り

供給所
ガスホルダー

メーター

工業用 一病院 ・ホテル等

写真20-5-1 ネジ継手の損傷事例

写真20-5-2 露出したが、ガス漏れのなかったポリエチレン管

低圧導管 (1 0~2.5kPa) 
I) 

家庭用 商業用
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地中部ならびに建物貫通部のね じ接合部を中心

に被害が発生した。

(2) 都市ガス供給の復旧の過程

① 復旧体制

大阪ガスでは地震発生直後から、社員ならび

に関連工事会社の社員を動員するのに加えて、

日本ガス協会に応援隊の派遣を要請し、全図155

のガス事業者から応援隊を派遣して頂いた。復

旧に従事する作業員の数は最大9,700名にのぼっ

た。

また、地震発生後、直ちに本社に地震対策本

部を、西宮市今津に現地対策本部を設け、現場

作業要員を15に分けた修繕隊を編成し た （図表

20-5-3)。

② 復旧作業状況

ア．作業の進捗

ガス供給の復旧作業は、 3~4千戸を 1つの

セクタ ー （以下 「復旧セクタ ー」と呼ぶ）とし

て対象地域を合計220余りに分けて行った。作

業は、一日 で も早くより多くのお客さまヘガス

供給を再開できるよう、被害が比較的軽微であっ

た供給継続地域の周辺部分から開始した。



図表20-5-3 現地対策本部の組織図

本部長

本部付スタッフ

図表20-5-4 復旧作業の進歩状況
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当初は、釧路沖地震の経験等から、 1つのセ

クターを 4~ 5日間で復旧できると想定したが、

ガス管内に水や土砂が大量に流入していたこと

もあり、 1週間以上要することもあった。

しかし夜間、休日も作業を続けた結果、 3月

10日には対象の80％の復旧が完了し、震度 7の

激震地区の復旧を残すのみとなった（図表20-5-4)。

イ．お客さま支援活動

大規模なガス供給停止に伴い、病院等の公共

3/1 
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3/11 3/21 4/1 4/11 

施設へは代替燃料を手配した。病院の消毒用熱

源等を確保するため、 LPG供給とカセットコ

ンロの配布、また、被災した方々の避難所とし

て利用されている学校、保育所、幼稚園にも、

LPGの他、 LNG、CNG（圧縮天然ガス）を提

供した。このような公共施設への代替燃料の提

供は200件余りにのぼった。

③ 復旧の完了

交通渋滞、瓦礫、ガス管内に流入した水等の



写真20-5-3 懸命の復旧作業

ため、きわめて厳しい作業環境ではあったが、

懸命に作業を続けた結果、4月11日には家屋が

倒壊して連絡不能となっているお客さま等を除

き、復旧を完了することができた。地域住民の

方々 、ならびに行政、関係各企業 ・団体等のご

理解 ・ご支援を頂きながら、延べ72万人の作業

員が必死に復旧に取り組んだ85日間であった。

(3) ガス供給の復興の過程

復旧が一段落した後、大阪ガスではエネルギー

供給の面から復興へ取組んだ。

復興過程での最も大きな課題は、多数の復興

住宅が建設されるに伴い、建物内のガス管新設

工事（内管工事）の受注量が激増した こと への

対応であった。平成 8年度には戸建住宅の建設

がビークを迎え、 翌平成 9年度には集合住宅の

建設がピークとなった。

大阪ガスでは、お客さまの入居時期に支障を

きたさないよう 、兵庫地区の工事施工班数を増

やすと共に、兵庫地区以外の応援班も加え、総

力をあげて増加した内管工事量に対応した。

また、全国のガス事業者様にも ご協力頂き、

とくに東京ガス様には平成 7年11月から半年間

にわたり工事施工班約100班の応援を頂いた。

また、現場までの移動時間を短縮するため今

津、六甲、西神に現場基地を設置するなど、施

工能率の向上を図 った。

以上の結果、平年の 2倍以上の内管工事量に

対応することができ、復興住宅および新築住宅

に入居された多くのお客さまにガス をお使い頂

けることになった。

同時に、仮設住宅へのボンベによるガス供給

も継続する等、既築住宅にお住まいのお客さま

にも多くのガスをご使用いただくことができた。

(4) 将来の安全防災対策：地震対策 5ヶ年計画

の策定 ・推進

阪神・淡路大震災を契機に、ガス事業におけ

る地震対策を向上させるために資源エネ ルギー

庁長官の私的検討会として「ガス地震対策検討

会」が設置され、 平成 8年 1月に報告書が取り

まとめられた。報告書では、平常時の対応とし

ての予防対策のあり方、また、地震発生後の対

応としての緊急時対応策、復旧対策のあり方に

ついての指摘がなされた。

図表20-5-5 ガス内管新設工事量の推移

（千件） 戸
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゜平成 6年度 平成 7年度 平成 8年度 平成 9年度 平成10年度
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現行の「耐震設計指針」を満足する設備では

被害が全く発生していないか、あっても軽微な

ものであったため、予防対策としては現行の

「耐震設計指針」が作成される以前に設置され

た設備が対象とされている。また、予防対策に

よる耐震性向上とあわせ、緊急時対応策。復旧

対策を適切に講ずるように指摘されている。

大阪ガスにおいても、報告内容を踏まえ、今

回の地震による被害。復旧の経験をもとに、独

自の検討を進め、平成 8年 1月に「地震対策 5

ヶ年計画」を取りまとめた。そして、平成11年

度での完了を目指し、着実に対策を実施してい

る。

大阪ガスの「地震対策 5ヶ年計画」の概要は

次の通りである。

0基本的な考え方

「ガス地震対策検討会」の報告内容の考え方

に準拠し、高いレベルの地震に際して、被害が

発生した場合にガス供給上大きな影響の出る設

備（製造設備、高中圧導管）については“構造

に変形は生じるが倒壊。ガス漏洩は生じないこ

と”を目標とする。一方、被害影響が小さな設

備については、“被害の程度を極力小さくする

こと”を目標とし、早期復旧を目指す。

① 予防対策

阪神。淡路大震災において、「耐震設計指針」

に基づいて設置されている製造設備や高圧導管

には被害はなく、高いレベルでの地震に耐えら

れることが確認された。そこで「予防対策」で

は、「耐震設計指針」が作成される以前に設置

された設備を対象に、耐震性の向上を図る。

ア．中圧導管

溶接鋼管については十分な耐震性があること

が確認された。一部漏洩が発生したバルブ継手

部分は補強。取替を実施。

イ．低圧導管

新たに埋設するガス導管は原則として全てポ

リエチレン管を使用するとともに、既設のねじ

接合導管のポリエチレン管などへの入替を計画

的に実施。

ウ．内管

ポリエチレン管、ガス用ステンレス鋼フレキ
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シブル管等の耐震性に優れた導管を使用。

② 緊急時対応策

ガス設備に被害が生じた場合にも、被害の最

小化、迅速な対応を図る。

ア．マイコンメーターの導入促進

阪神。淡路大震災において効果を発揮した、

感震センサーにより各戸へのガス供給を遮断す

る「マイコンメーター」の設置を促進する。家

庭用については平成 8年度中に一通り設置を完

了し、業務用についても平成11年度中に一通り

設置を完了する。

イ．情報収集機能の強化（図表20-5-6)

大阪ガス管内全体の地震被害を正確に把握し、

被害甚大地域の供給停止判断を行うための情報

収集システムを構築する。

。中圧Aガバナー全数（約300か所）に圧力。

流量の無線監視装置を導入

。地震計を増設（震災時34か所→224か所）

。地震被害予測ヽンステムの精度向上

ウ．供給停止システムの構築（図表20-5-7)

。供給停止範囲を適切かつ最小限にできるよ

うに、現在の55の供給ブロックを120ブロッ

クに細分化

。迅速かつ的確な供給停止を行なうため、低

圧導管の感震自動遮断、ンステムを約3,000

か所に、中圧導管の遠隔遮断システムを約

300か所に導入

エ 指令システムの強化（図表20-5-8)

。本社中央指令室が被災してもその機能を直

ちにバックアップする「中央指令サブセン

ター」を設置（平成10年度より稼動開始）

。本社の通信設備が損傷した場合でも通信手

段が確保できるよう、通信ヽンステムを多重

化

。ポータブル衛星局、衛星通信車の増強（計

32局）

③ 復旧対策

以下の項目により、ガス供給の停止を余儀な

くされたお客さまの早期復旧を目指す。

。復旧経験。ノウハウを踏まえた、復旧体制。

復旧マニュアルの策定

。平常時から復旧用のセクターをコンピュー

夕導管図面を用いて管理



図表20-5-6 情報収集機能の強化

木社（中央司令室）
●地撰被害予測システム
・被害状況の把握と予測

●供給停止判断

地区保安指令センター
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図表20-5-7 供給停止システムの構築

三尺．＝．ー：；：．五—-?．ご．1
中央司令室

： 遮断指令 ： ： 
I 

：中央指令サプセンター ， i! 玉五五呵且 ！―感震五面
し — /----...J --,----_J 

梨造所 忘圧竪圧器 緊急遮断弁 中圧A竪庄器 中庄B竪圧諾／／ ＼I 

亭呈三□呈亨］妥三品三：日
遠ほ遮断システム 遠隔遮断システム 感嚢自動遮断システム マイコンメーター
（スーパープロ） ク対応｝ （ミトルフロ ）ク対応） ：リ トルブロ リク対応）

供給区域内を 8つの
ブロックに分けて、
遠隔遮断が可能なシ
ステムを既に遵入済。

家庭用マイコン
メ＿夕＿を平成8年

度中に、業務用マ
イコンメーターを
平成11年度までに
全数設置。

•生活支援サ ービス、代替燃料による臨時供

給などの設備を備蓄

・復旧基地、輸送ルート、要員確保に関する

具体的なルールやマニュアルを策定

④ 訓練の実施

既存の「防災業務計画」およびマニュアルを

全面的に見酒し、日常より防災活動（地震時の

初動・復旧作業）について社員、各事業所の役

割を詳細に定めるとともに、毎年 2回、全社一

斉に地震発生時を想定した訓練を行い、対応力

を強化する。

⑤ その他の対応策

研究開発分野では、震災時に効果を発揮した

レーダーロケーターや抽水装置などの技術改良

を重ねるとともに、ガスメーター回りの配管の

フレキシブル化など、地震対策上有効な技術の

開発・改良をさらに進める。
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図表20-5-8 通信システムの強化

1三 二<uヽ

通信システムの多重化
一部椴能が停止しても全社的な通信
を確保するシステム

(5) 「災害に強い都市ガス供給システム」の提

案

現在大阪ガスでは「災害に強い都市ガスの供

給システム」の提案を各方面のお客さまに対し

て積極的に行っている。

たとえば、神戸市の東部新都心のような新都

市開発地区や新長田駅南などの市街地再開発地

区には、耐震性に優れた中圧供給と低圧ポリエ

チレン管による導管網を提案し、導入していた

だし＼た。

また、東灘区の小学校には、防災拠点として

電源の二重化を図るため、ガスによる「コージェ

ネレーションシステム」を採用していただいた。

大阪ガスは、今後も「災害に強い都市ガス供

給システム」を採用していただけるよう、積極

的に提案していく所存である。
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通信システムのデュアル化
万一、固定通信設備が使用できない場合に
街星通信車による通信確保ができますc



第 6節共同溝

阪神。淡路大震災に伴い、ほぼ全域において

。水道。ガス等のライフラインが、甚大な

被害を受け市民生活に多大な影響を及ぼした。

一方、これらのライフラインを収容する共

については、目地からの漏水、壁面のクラッ

ク、コンクリートの剥離等の被害が生じた程度

でライフライン自体に被害は見られなかった。

又、電線類を収容したキャブシステムにおい

ても、ケーブルの継手が伸びたり、本体周辺の

舗装面の沈下があった程度で、ほとんど被災は

なかった。

これまでの共同溝整備は、主として道路の掘

り返し防止を、又電線類地中化については、良

好な歩行者空間。景観の向上を目的として整備

を図ってきたが、震災を教訓としてライフライ

ンの強化により震災に強いまちづくりを図るた

め、共同溝のネットワーク化、電線類地中化を

より一層促進する必要がある。

(1) （仮称）神戸山手共同溝 I期

国道 2号で昭和62年度より整備中の 2号神戸

と併せて東西方向にネットワーク化を図

るため主要地方道長田楠日尾線及び市道山手幹

線において共同溝の整備を図るものである。

① 整備区間 L =7.7km 

（二宮橋交差点～大田町交差点）

この内、 0.7km区間（中山手 3交差点～中山

6交差点）については、事業化に向けて平

成 8年度より調査中である。

② 収容施設

幹線系の電力。電話。水道。ガス

(2) 2号神戸共同溝

建設省

。整備区間 7.09km 

（浜辺通 4交差点～大橋 9交差点）

。平成10年度末進捗 本体構造物3.4km完成
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(3) 電線類地中化事業

電線類地中化については、昭和61年度を初年

度とする第一期及び平成 3年度を初年度とする

第二期電線類地中化五箇年計画に基づき、約30.

8kmの整備を図ってきた。

また、平成 7年度には、第三期電線類地中化

5箇年計画を策定し、主要幹線道路や震災復興

区域及び景観形成地区で、 C.C.BOX等を

約23.2km整備した。

引き続き、平成11年度には、新電線類地中化

計画を策定し、より一層の電線類地中化を推進

していく。

【第三期電線類地中化五箇年計画の実績】

期間 平成 7年度～平成10年度

全体計画 38.8km 

平成10年度末整備延長 23.2km 

（進捗率60%)

図表20-6-1 主な整備路線での電線類地中化進捗状況

路線名 1 全体延長 I 日10末整備延長

国道428号 I 1.05km 

日尾線 I 4.19km 

3.58km 

1.05km 

2.63km 

注）第三期電線類地中化計画については、当初平成11年
度までの計画であったが、より一層の電線類地中化を

推進するため、計画を 1年前倒しし、平成11年度より

新電線類地中化計画に移行する。



図表20-6-2 共同溝・電線共同溝イメージ図

-9 - -~---- -~. 
-・̂“ 

- •- • -----

: --•9 -9.,...9 • 1.-
、9‘’ー，．て

--”‘'グ',

/ ー -9‘”- {, 9 /'  

/‘/..,． 9 /. -，9‘ 

697 

'--,_ 
• ―̀-、一~一

～．｀ー• 1・
‘̀」I'、 I ヽ．｀．．
I'~‘‘‘\‘‘ ~.~• I 
!．～‘i‘‘ 

- -

ヽ
、 1:、‘̀～ ～～ 
¥、！: ＼ 

ヽ、、 !I
ヽ•．、

‘ヽ~


	102_chapter20_01
	103_chapter20_02
	104_chapter20_03
	105_chapter20_04
	106_chapter20_05
	107_chapter20_06



